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※１ 特定埋立て等…埋立て等区域以外の場所から採取された土砂等を使用して行う埋   

          立て等であって、当該埋立て等区域の面積が 3,000 平方メートル 

          以上であるもの 

※２ 県内土砂等…県外土砂等以外の土砂等 

※３ 埋立て等…埋立て、盛土、一時的な堆積 

※４ みどり豊かでうるおいのある県土づくり条例 

 

 

  

県内土砂等※２のみによる埋立て等※３の手続について

は、みどり条例※４の土砂等埋立事業と同じです。   

ただし、県内土砂等であることを確認するため、埋立

て等開始の 30 日前までに「埋立て等の実施の届出」が

必要です。 

埋立て等区域面積は 3,000 平方メートル以上ですか？ 

県外土砂等を埋立て等に使用しますか？ 

区域外土砂等 10,000 立方メートル以上搬入しますか？ 

みどり条例の事前協議が必要ですか？ 

はい 

はい はい 

はい 

いいえ 

いいえ 

いいえ 

いいえ 
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第1  概要 

1. 背景・目的 

土砂は健全であれば有益である一方、有害物質の混入があれば生活環境に影響を及

ぼします。 

県ではこれまで、土壌汚染対策法（平成 14 年法律第 53 号。以下「土対法」とい

う。）に基づき汚染された土壌の移動を規制したり、みどり豊かでうるおいのある県土

づくり条例（平成 14 年香川県条例第２号。以下「みどり条例」という。）の「土砂等

埋立事業」において、一定規模以上の土砂等による埋立て等について事業者に定期的

な報告を求めるなどの対策を講じたりしてきましたが、今後、新たな大規模開発の際

には建設残土の需要も高まることが考えられることから、不適切な土砂等を使用した

埋立て等による土壌汚染を防止するための実効性のある規制が必要との考えから香川

県生活環境の保全に関する条例（昭和 46 年香川県条例第１号。以下「条例」とい

う。）及び香川県生活環境の保全に関する条例施行規則（昭和 46 年香川県規則第 42

号。以下「規則」という。）に、土砂等による埋立て等に伴う土壌の汚染対策を追加

し、規制を行うことにより県民の生活環境の保全を図ることとしました。 

なお、本条例及び規則に定める内容については令和７年 10 月に施行します。 

 

2. 土砂等による埋立て等に伴う土壌の汚染対策の概要 

 土砂等による埋立て等に関する規制 

ア 土砂基準の設定 

埋立て等に使用される土砂等の汚染状態について、人の健康を保護し、及び生  

活環境を保全する上で維持することが必要な基準を定めています。（P11） 

イ 土砂等による埋立て等に関わる者等の責務 

土砂等による埋立て等を行う者だけでなく、土砂等を発生させる者、土砂等の 

運搬を行う者及び土地の所有者等に対しても、当該埋立て等による土壌汚染の 

発生を防止するための責務を定めています。（P17） 

ウ 土砂基準に適合しない土砂等による埋立て等の禁止等 

何人に対しても、土砂基準に適合しない土砂等を使用して埋立て等を行い、又 

は土砂基準に適合しない土砂等を使用して埋立て等を行う者に土地を提供する 

ことを禁止しています。（P18） 

 

 特定埋立て等に関する規制 

     土砂等による埋立て等に供する土地の区域以外の場所から採取された土砂等に

よる埋立て等であって、当該埋立て等区域の面積が 3,000 平方メートル以上であ

るものを「特定埋立て等」（P11）とし、特定埋立て等を行おうとする者に対し

て、特定埋立て等の実施の届出、土砂等の搬入の届出等を義務付けています。

（P19～） 
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3. 土砂等による埋立て等に伴う土壌の汚染対策の概要図 

図 1-1 土砂等による埋立て等に伴う土壌の汚染対策の概要図 
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第2  用語の説明 

1. 土砂等 

【条例】 

（定義） 

第２条 略 

２～９ 略 

10 この条例において「土砂等」とは、土砂及びこれに混入し、又は吸着した物

（廃棄物（廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号）第２条

第１項に規定する廃棄物をいう。以下同じ。）を除く。）をいう。 

11～21 略 

  解説 

 「土砂」とは、次のアからオまでのいずれかに該当するものをいいます。 

ア 地盤を構成する材料のうち、粒径 75 ミリメートル未満の礫、砂、シルト及

び粘土（以下「土」という。） 

イ 地盤を構成する材料のうち、粒径 75 ミリメートル以上のもの（以下「石」

という。）を破砕すること等により土と同等の性状にしたもの 

ウ 地盤を構成する材料のうち、土に植物遺骸等が分解されること等により生じ

た有機物が混入したもの 

エ 土にセメント、石灰若しくはこれらを主材とした改良材、吸水効果を有する

有機材料又は無機材料等の土質性状を改良する材料その他の性状改良材を混

合等したもの 

オ 建設廃棄物等の建設副産物（資源の有効な利用の促進に関する法律 （平成

３年法律第 48 号）第２条第２項に規定する副産物のうち、建設工事に伴う

ものをいう。以下同じ。）を土と同等の性状にしたもの 

 有価物か無価物かは問いません。 

 再生土や改良土も対象となります。 

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号。以下「廃掃法」

という。）第２条第１項に規定する廃棄物（以下「廃棄物」という。）に該当す

るものは、対象となりません。同法に基づき適正に処理してください。 

 この条例において「県外土砂等」とは、県外において採取された土砂等をい

い、「県内土砂等」とは、県外土砂等以外の土砂等をいいます。 

 

2. 埋立て等 

【条例】 

（定義） 

第２条 略 

２～10 略 
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11 この条例において「埋立て等」とは、土地の埋立て、盛土その他の土地への堆

積をする行為（生活環境の保全上必要な措置が図られているものその他の規則で

定める行為を除く。）をいう。 

12～21 略 

 

【規則】 

（条例第２条第 11 項の規則で定める行為） 

第 10 条の２ 条例第２条第 11 項の規則で定める行為は、次に掲げる行為とする。 

 (１) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号）第８条第１

項の規定による許可を受け、若しくは同法第９条の３第１項の規定による届出

をした一般廃棄物処理施設又は同法第 15 条第１項の規定による許可を受けた

産業廃棄物処理施設において堆積をする行為 

 (２) 鉱山保安法（昭和 24 年法律第 70 号）第 13 条第１項の規定による届出をし

た特定施設において堆積をする行為 

 (３) 土壌汚染対策法（平成 14 年法律第 53 号）第６条第１項の規定による指定

を受けた要措置区域又は同法第 11 条第１項の規定による指定を受けた形質変

更時要届出区域（同法第６条第１項に規定する汚染の除去等の措置が講じられ

る場合に限る。）において堆積をする行為 

 (４) 土壌汚染対策法第 17 条の規定による汚染土壌の運搬に関する基準に従い汚

染土壌を一時的に保管する施設において堆積をする行為 

 (５) 土壌汚染対策法第 22 条第１項の規定による許可を受けた汚染土壌処理施設

において堆積をする行為 

 (６) 製品の製造若しくは加工のための原材料又は試験、検査等のための試料の

堆積をする行為 

 (７) その他生活環境の保全上必要な措置が図られていると知事が認める行為 

  解説 

 「埋立て等」とは、埋立て、盛土及び一時堆積をいいます。（図 2-1） 

 埋立て …周辺地盤面より低い窪地を埋め立てるもの 

      （例）岩石・砂利採取後の埋め戻し 

          

 盛土  …周辺地盤面より高くなるように土砂等を盛り、将来の形状の変更 

     （搬出）の予定がないもの 

      （例）農地や宅地の造成 

         建設残土で山間部の谷地を埋め立てる「残土処分場」 

 

 一時堆積…周辺地盤面より高くなるよう一時的に土砂等を盛り、将来の形状 

     の変更（搬出）が予定されているもの 

      （例）ストックヤード等いわゆる「仮置き」 
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図 2-1 埋立て等のイメージ 

 「その他生活環境の保全上必要な措置が図られていると知事が認める行為」と

は、例えば、他の法令若しくは条例の規定又はこれらに基づく処分による義務

の履行として堆積をする行為をいいますが、当該条項に該当するか行為か否か

につきましては個別に御相談ください。 

 

3. 埋立て等区域 

【条例】 

(定義) 

第２条 略 

２～11 略 

12 この条例において「埋立て等区域」とは、土砂等による埋立て等に供する土地

の区域（当該埋立て等が一団の土地の区域において行われる場合にあっては、当

該一団の土地の区域）をいう。 

13 略 

  解説 

 「埋立て等区域」とは、実際に埋立て等を行う土地の区域をいいます。（図 2-2） 

 「一団の土地の区域」のイメージは、図 2-3 のとおりです。 

 「一団の土地の区域」の範囲は、当該土地が主体的、時間的、物理的、機能

的、計画的に一体性を有しているか等により総合的に判断されます。（届出を要

する埋立て等 P21） 

 

図 2-2 埋立て等区域のイメージ 

 

 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

埋立て等区域 埋立て等区域 

埋立て等区域 
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図 2-3 一団の土地の区域のイメージ 

 

 

 

 

 

 

4. 特定埋立て等 

【条例】 

(定義) 

第２条 略 

２～12 略 

13 この条例において「特定埋立て等」とは、埋立て等区域以外の場所から採取さ

れた土砂等を使用して行う埋立て等であって、当該埋立て等区域の面積が 3,000

平方メートル以上であるものをいう。 

 

5. 土砂基準 

【条例】 

（土砂基準） 

第 62 条の２ 土砂基準は、埋立て等に使用される土砂等の汚染状態について、人の

健康を保護し、及び生活環境を保全する上で維持することが必要なものとして規

則で定める。 

 

【規則】 

（土砂基準） 

第 51 条の２ 条例第 62 条の２の土砂基準は、別表第 21 の２の左欄に掲げる項目の

区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げるとおりとする。 

  解説 

 詳細は、表 2-1 を参照してください。（P13） 

 

6. 水質基準 

【条例】 

（定期報告等） 

第 62 条の 21 略 

３ 第 62 条の８第１項、第 62 条の９第１項本文又は第 62 条の 13 第１項の規定に

よる届出をした者は、その届出に係る特定埋立て等に供する埋立て等区域内の浸

透水が、水質基準（埋立て等区域内の浸透水の汚染状態について、人の健康を保

護し、及び生活環境を保全する上で維持することが必要なものとして規則で定め

埋立て等区域 

 
1年目 

2年目 
3年目 

埋立て等区域 
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る基準をいう。以下同じ。）に適合していないことを確認したとき（前項ただし

書の場合にあっては、当該埋立て等区域内の土壌が土砂基準に適合しないことを

確認したとき）は、直ちに当該特定埋立て等を停止し、その原因の調査その他当

該特定埋立て等により生じ、又は生ずるおそれがあると認める生活環境の保全上

の支障を除去するために必要な措置を講じ、その結果を知事に報告しなければな

らない。 

 

【規則】 

（水質基準） 

第 51 条の 15 条例第 62 条の 21 第３項の水質基準は、別表第 21 の４の左欄に掲げ

る項目の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げるとおりとする。 

  解説 

 詳細は、表 2-2 を参照してください。（P15） 

 「浸透水」とは、特定埋立て等に供された土砂等の層を通過した雨水等をいい

ます。 
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  表 2-1 土砂基準（別表第 21 の２関係） 

項目 基準値 

カドミウム 検液１リットルにつき0.003ミリグラム以下であること。 

全シアン 検液中に検出されないこと。 

有機りん 検液中に検出されないこと。 

鉛 検液１リットルにつき0.01ミリグラム以下であること。 

六価クロム 検液１リットルにつき0.05ミリグラム以下であること。 

砒
ひ

素 検液１リットルにつき0.01ミリグラム以下であり、かつ、

埋立て等に供する土地の利用目的が農用地（田に限る。）

である場合にあっては、土砂等１キログラムにつき15ミリ

グラム未満であること。 

総水銀 検液１リットルにつき0.0005ミリグラム以下であること。 

アルキル水銀 検液中に検出されないこと。 

ＰＣＢ 検液中に検出されないこと。 

銅 埋立て等に供する土地の利用目的が農用地（田に限る。）

である場合にあっては、土砂等１キログラムにつき125ミ

リグラム未満であること。 

ジクロロメタン 検液１リットルにつき0.02ミリグラム以下であること。 

四塩化炭素 検液１リットルにつき0.002ミリグラム以下であること。 

クロロエチレン（別名

塩化ビニル又は塩化ビ

ニルモノマー） 

検液１リットルにつき0.002ミリグラム以下であること。 

１，２―ジクロロエタ

ン 

検液１リットルにつき0.004ミリグラム以下であること。 

１，１―ジクロロエチ

レン 

検液１リットルにつき0.1ミリグラム以下であること。 

１，２―ジクロロエチ

レン 

検液１リットルにつき0.04ミリグラム以下であること。 

１，１，１―トリクロ

ロエタン 

検液１リットルにつき１ミリグラム以下であること。 

１，１，２―トリクロ

ロエタン 

検液１リットルにつき0.006ミリグラム以下であること。 

トリクロロエチレン 検液１リットルにつき0.01ミリグラム以下であること。 

テトラクロロエチレン 検液１リットルにつき0.01ミリグラム以下であること。 

１，３―ジクロロプロ

ペン 

検液１リットルにつき0.002ミリグラム以下であること。 

チウラム 検液１リットルにつき0.006ミリグラム以下であること。 
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シマジン 検液１リットルにつき0.003ミリグラム以下であること。 

項目 基準値 

チオベンカルブ 検液１リットルにつき0.02ミリグラム以下であること。 

ベンゼン 検液１リットルにつき0.01ミリグラム以下であること。 

セレン 検液１リットルにつき0.01ミリグラム以下であること。 

ふっ素 検液１リットルにつき0.8ミリグラム以下であること。 

ほう素 検液１リットルにつき１ミリグラム以下であること。 

１，４―ジオキサン 検液１リットルにつき0.05ミリグラム以下であること。 

備考 

 １ 測定方法は、土壌の汚染に係る環境基準について（平成３年環境庁告示第46

号。以下「土壌環境基準告示」という。）別表に定める方法による。 

 ２ この表の右欄に掲げる要件のうち検液中濃度に係るものにあっては、土壌環

境基準告示付表に定める方法により検液を作成し、これを用いて測定を行うも

のとする。この場合において、同表中「土壌」とあるのは、「土砂等」と読み

替えるものとする。 

 ３ 「有機りん」とは、パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及びＥ

ＰＮをいう。 

 ４ 「検液中に検出されないこと」とは、１に掲げる測定方法により測定した場合

において、その結果が当該測定方法の定量限界を下回ることをいう。 

 ５ １，２―ジクロロエチレンの濃度は、１に掲げる測定方法により測定された

シス体の濃度とトランス体の濃度の和とする。 
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表 2-2 水質基準（別表第 21 の４関係） 

項目 基準値 

カドミウム １リットルにつき0.003ミリグラム以下であること。 

全シアン 検出されないこと。 

有機りん 検出されないこと。 

鉛 １リットルにつき0.01ミリグラム以下であること。 

六価クロム １リットルにつき0.05ミリグラム以下であること。 

砒
ひ

素 １リットルにつき0.01ミリグラム以下であること。 

総水銀 １リットルにつき0.0005ミリグラム以下であること

。 

アルキル水銀 検出されないこと。 

ＰＣＢ 検出されないこと。 

銅 埋立て等に供する土地の利用目的が農用地（田に限

る。）である場合にあっては、１リットルにつき１ミ

リグラム以下であること。 

ジクロロメタン １リットルにつき0.02ミリグラム以下であること。 

四塩化炭素 １リットルにつき0.002ミリグラム以下であること。 

クロロエチレン（別名塩化

ビニル又は塩化ビニルモノ

マー） 

１リットルにつき0.002ミリグラム以下であること。 

１，２―ジクロロエタン １リットルにつき0.004ミリグラム以下であること。 

１，１―ジクロロエチレン １リットルにつき0.1ミリグラム以下であること。 

１，２―ジクロロエチレン １リットルにつき0.04ミリグラム以下であること。 

１，１，１―トリクロロエ

タン 

１リットルにつき１ミリグラム以下であること。 

１，１，２―トリクロロエ

タン 

１リットルにつき0.006ミリグラム以下であること。 

トリクロロエチレン １リットルにつき0.01ミリグラム以下であること。 

テトラクロロエチレン １リットルにつき0.01ミリグラム以下であること。 

１，３―ジクロロプロペン １リットルにつき0.002ミリグラム以下であること。 

チウラム １リットルにつき0.006ミリグラム以下であること。 

シマジン １リットルにつき0.003ミリグラム以下であること。 

チオベンカルブ １リットルにつき0.02ミリグラム以下であること。 

ベンゼン １リットルにつき0.01ミリグラム以下であること。 

セレン １リットルにつき0.01ミリグラム以下であること。 

ふっ素 １リットルにつき0.8ミリグラム以下であること。 

ほう素 １リットルにつき１ミリグラム以下であること。 
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１，４―ジオキサン １リットルにつき0.05ミリグラム以下であること。 

備考 

 １ 測定方法は、土壌環境基準告示別表に定める方法による。ただし、砒
ひ

素及び

アルキル水銀にあっては地下水の水質汚濁に係る環境基準について（平成９年

環境庁告示第10号）別表に定める方法、銅にあっては日本産業規格Ｋ0102－３

の11.2、11.3、11.4、11.5又は11.6に定める方法による。 

 ２ 「有機りん」とは、パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及びＥ

ＰＮをいう。 

 ３ 「検出されないこと」とは、１に掲げる測定方法により測定した場合におい 

て、その結果が当該測定方法の定量限界を下回ることをいう。 

 ４ １，２―ジクロロエチレンの濃度は、１に掲げる測定方法により測定された

シス体の濃度とトランス体の濃度の和とする。 
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第3  土砂等の埋立て等に関する規制 

1. 土砂等の埋立て等に関わる者の責務 

【条例】 

（土砂等による埋立て等を行う者の責務） 

第 62 条の３ 土砂等による埋立て等を行う者は、その実施に当たっては、当該埋立

て等に供する埋立て等区域の周辺地域の住民の理解を得るよう努めなければなら

ない。 

２ 土砂等による埋立て等を行う者は、土壌の汚染（土砂基準に適合しない土砂等

が埋立て等に使用されたことにより、土壌が汚染された状態をいう。以下同

じ。）を未然に防止するために必要な措置を講じなければならない。 

 

（土砂等を発生させる者の責務） 

第 62 条の４ 土砂等を発生させる者は、埋立て等に使用される土砂等を排出しよう

とするときは、当該土砂等の汚染の状況を確認し、埋立て等により土壌の汚染が

発生するおそれのある土砂等を排出することのないよう努めなければならない。 

 

（土砂等の運搬を行う者の責務） 

第 62 条の５ 土砂等の運搬を行う者は、埋立て等に使用される土砂等を運搬しよう

とするときは、当該土砂等の汚染の状況を確認し、埋立て等により土壌の汚染が

発生するおそれのある土砂等を運搬することのないよう努めなければならない。 

 

（土地の所有者等の責務） 

第 62 条の６ 土地の所有者等は、土砂等による埋立て等の用に供するために土地を

提供しようとするときは、当該埋立て等により土壌の汚染が発生するおそれがな

いことを確認するよう努めなければならない。 

２ 土地の所有者等は、提供した土地において土砂等による埋立て等が不適正に行

われていることを知ったときは、速やかに県への通報その他必要な措置を講じな

ければならない。 

  解説 

 土砂等の埋立て等においては、埋立て等を行う者、土砂等を発生させる者、土

砂等の運搬を行う者それぞれに責務があり、また、土地の所有者等の責務があ

ります。 

 「土地の所有者等」とは、土地の所有者、管理者又は占有者をいいます（条例

第 51 条第５項）。 

 土地の所有者等の責務に記載する「土壌の汚染が発生するおそれがないことを

確認」とは、土地の所有者等が条例の内容を正しく理解し、埋立て等を行う者

とともに当該埋立て等により土壌の汚染が発生するおそれがないように当該埋

立て等の内容を確認することをいいます。 
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 土地の所有者等に記載する「土砂等による埋立て等が不適正に行われているこ

と」とは、提供した土地において、条例の手続がとられていないこと、廃棄物

が混入されていること、土砂基準に適合しない土砂等が使用されていること等

をいいます。 

 土地の所有者等に記載する「その他必要な措置」とは、埋立て等を行っている

者に対し当該埋立て等を停止するよう要請したり、土壌の汚染の除去等を要請

したりすることをいいます。 

 

2. 土砂基準に適合しない土砂等の埋立て等の禁止 

【条例】 

（土砂基準に適合しない土砂等による埋立て等の禁止等） 

第 62 条の７ 何人も、土砂基準に適合しない土砂等を使用して埋立て等を行い、又

は土砂基準に適合しない土砂等を使用して行う埋立て等の用に供するために土地

を提供してはならない。 

２ 知事は、埋立て等に使用され、又は使用された土砂等が土砂基準に適合しない

と認めるときは、当該埋立て等を行い、又は行った者に対し、直ちに当該埋立て

等を停止し、又は期限を定めて、当該埋立て等に使用された土砂等の全部若しく

は一部を撤去し、若しくは土壌の汚染を防止し、若しくは除去するために必要な

措置をとるべきことを命ずることができる。 

  解説 

 「土砂基準に適合しない土砂等」とは、土砂基準（P13）の左欄に掲げる項目の

うち１以上の項目が右欄に掲げる要件を満たさない土砂等をいいます。 
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はい 

いいえ 

第4  特定埋立て等に関する規制 

1. 届出の要否判定 

 図 4-1 を参照し、届出の要否を確認してください。 

 

図 4-1 届出の要否判定（フロー） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

いいえ 

いいえ 

いいえ 

はい 

はい 

いいえ 

いいえ 

届出不要 

廃掃法の許可、若しくは届出をした廃棄物処理施設や土対法に基づく指

定区域内及び同法の許可を受けた汚染土壌施設において埋立て等（堆

積）※を行う等、規則第 10 条の２第１項第１号から第７号に規定する

行為に該当しない。（P8～） 

※埋立て等（堆積）：土地の埋立て、盛土及び一時堆積 

はい 

埋立て等区域以外の場所で採取された土砂等を使用して行う。（P11） 

埋立て等区域の面積が 3,000 平方メートル以上である。（P11） 

はい 

次に掲げる行為に該当しない。（P21） 

・国、地方公共団体その他公共団体又は公共的団体で規則で定

めるものが行う特定埋立て等 

・非常災害のため必要な応急措置として行う特定埋立て等 

届出必要 

埋立て等に県外土砂等を使用する。（P8） 

はい 
軽易な特定埋立て等で規則で定めるものに

該当しない。（P21） 

（例）みどり条例の事前協議が不要なもの

や土地の通常の管理のために必要なもの 
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2. 主な手続の流れ 

 特定埋立て等に係る主な手続の流れは、図 4-2 のとおりです。 

 

図 4-2 主な手続の流れ 

 手続 

県内土砂等を使用 

県外土砂等

を使用 

※２ 

相手先 開発区域面積※１ 

4.5ha 未満 4.5ha 以上 

埋
立
て
等
前 

事前調査・事前相談（P27） ○ ○ ○ 県 

表土検査（P27） ○ ○ ○  

利害関係人の同意取得（P28） ○ ○ ○ 利害関係人 

住民への周知（P29）  ○ ○ 住民 

関係市町長への説明（P32）  ○ ○ 関係市町長 

特定埋立て等の実施の届出（P36） ○ ○ ○ 県 

土砂等の搬入の届出（P43）   ○ 県 

埋
立
て
等
中 

展開検査等（P46）   ○  

土砂等管理台帳作成（P47）   ○  

定期報告（P49） ○ ○ ○ 県 

関係書類等の縦覧（P52）   ○  

関係書類等の保存（P52）   ○  

標識の掲示（P53） ○ ○ ○  

完
了
時 

特定埋立て等完了の届出（P55） ○ ○ ○ 県 

関係書類等の保存（P52）   ○  

※ みどり条例第２条第１項第４号の「開発区域」と同じ意味です。 

※ 埋立て等区域において、県外土砂等と県内土砂等が混在する場合も、県外土砂等とし  

 て扱います。 
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3. 届出の対象となる特定埋立て等 

【条例】 

（特定埋立て等の実施の届出） 

第 62 条の８ 特定埋立て等を行おうとする者は、規則で定めるところにより、次の

事項を知事に届け出なければならない。 

２・３ 略 

  解説 

 届出を要する埋立て等 

 特定埋立て等（埋立て等区域以外の場所から採取された土砂等による埋立て

等であって、当該埋立て等区域の面積が 3,000 平方メートル以上であるも

の。P11）を行おうとする場合は、届出が必要です。 

 埋立て等区域の面積が 3,000 平方メートル未満であっても、埋立て等区域が

複数あり一団の土地と認められる場合は、その面積の合計が 3,000 平方メー

トル以上となるものも含みます。 

  一団の土地として扱われるか否かは、当該土地が主体的、時間的、物理的、

機能的、計画的に一体性を有しているか等により総合的に判断されます。 

 主体的一体性…同一の者が行うものか 

 時間的一体性…既行為との施行時期が近接しているか 

 物理的一体性…対象地が接しており、ひとまとまりになっているか 

 機能的・計画的一体性…２つ以上の土地における土砂等の埋立て等が一連の

計画のもとに、その時期、目的等について密接な関連をもっているか 

 

 届出の義務がある者 

 「特定埋立て等を行おうとする者」とは、特定埋立て等に関する工事の請負

契約の注文者又は請負契約によらないで自らその工事をする者をいいます。 

 

 届出を要する地域 

 県内全域が対象です。 

 

 届出が不要な特定埋立て等 

【条例】 

（特定埋立て等の実施の届出） 

第 62 条の８ 略 

２ 前項の規定は、次に掲げる特定埋立て等には適用しない。 

 (１) 国、地方公共団体その他公共団体又は公共的団体で規則で定めるものが行

う特定埋立て等 

 (２) 非常災害のため必要な応急措置として行う特定埋立て等 

 (３) 軽易な特定埋立て等で規則で定めるもの 
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３ 略 

 

【規則】 

（特定埋立て等の実施等の届出） 

第 51 条の３ 略 

２ 略 

３ 条例第 62 条の８第２項第１号の規則で定める公共団体又は公共的団体は、次の

とおりとする。 

 (１) 国立研究開発法人森林研究・整備機構 

 (２) 独立行政法人水資源機構 

 (３) 土地開発公社 

４ 条例第 62 条の８第２項第３号の規則で定める特定埋立て等は、次に掲げる特定

埋立て等（県外土砂等を使用しないものに限る。）とする。 

 (１) みどり豊かでうるおいのある県土づくり条例（平成 14 年香川県条例第２

号）第 16 条第１項の規定による協議を要しない土地開発行為である特定埋立て

等 

 (２) 土地の造成その他これに類する行為を行う土地の区域内において行う特定

埋立て等であって、当該区域内において採取された土砂等のみを使用するもの 

 (３) 前号に規定する区域以外の場所から採取された土砂等を使用して行う特定

埋立て等であって、当該土砂等の量が１万立方メートル未満のもの 

 (４) 土地の通常の管理のために必要な特定埋立て等 

５ 略 

  解説 

 みどり条例第 16 条第１項の規定による協議を要しない土地開発行為か否かが不

明な場合は、県みどり保全課までご相談ください。 

 「土地の造成その他これに類する行為を行う土地の区域」とは、みどり条例第

２条第４号の「開発区域」と同じ意味です。 

 「土地の造成その他これに類する行為を行う土地の区域内において行う特定埋

立て等であって、当該区域内において採取された土砂等のみを使用するもの」

は、図 4-3 を参照してください。例えば、採石法（昭和 25 年法律第 291 号）

又は砂利採取法（昭和 43 年法律第 74 号）に基づき認可を受けた採取場から採

掘された土砂等を当該区域内において処分する場合が該当します。 
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図 4-3 区域内において採取された土砂等を使用して行う特定埋立て等のイメージ 

 

 経過措置 

【条例】 

（経過措置） 

第 62 条の９ 一の埋立て等が特定埋立て等となった際現にその埋立て等を行ってい

る者は、当該埋立て等が特定埋立て等になった日から 30 日以内に、規則で定め

るところにより、前条第１項各号に掲げる事項を知事に届け出なければならな

い。ただし、当該期間内に当該埋立て等を完了したときは、この限りでない。 

２ 前条第２項及び第３項の規定は、前項本文の規定による届出について準用す  

 る。 

 

【規則】 

（特定埋立て等の実施等の届出） 

第 51 条の３ 条例第 62 条の８第１項、第 62 条の９第１項本文又は第 62 条の 13 第

１項若しくは第３項の規定による届出は、特定埋立て等実施（変更）届出書（第

18 号様式の２）により行わなければならない。 

２～５ 略 

  解説 

 経過措置のイメージは、図 4-4 を参照してください。 

 条例の施行日（令和７年 10 月１日※）前までに既に特定埋立て等を行ってい

る場合で、令和７年 10 月 30 日までに、当該埋立て等を完了・廃止する場合

は、届出は不要です。 

 条例の施行日（令和７年 10 月１日※）前に既に特定埋立て等を行っている場

合で、令和７年 10 月 31 日以降も継続して特定埋立て等を行う場合は、令和７

年 10 月 30 日までに、特定埋立て等の実施の届出が必要です。その場合は、特

定埋立て等の実施の届出に必要な利害関係人の同意の取得、住民への周知及び

関係市町長への説明は、条例の施行日（令和７年 10 月１日※）前までに行っ

ても構いません。 

 

 

切土 

埋立て 
同一の土地造成区域 
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※令和７年 10 月１日以降も、条例又は規則の改正により、従来届出が必要でなかっ

た土砂等による埋立て等が、新たに届出が必要となった場合は、当該条例又は規則

の改正の施行日が、条例第 62 条の９第１項の「当該埋立て等が特定埋立て等になっ

た日」となり、本条の経過措置が適用されます。 

 

図 4-4 経過措置 

 

令和７年 10 月 30 日までに完
了・廃止する場合 

令和７年 10 月 31 日以降も継
続する場合 

令和７年 10 月１日
までに着手 

令和７年 10 月１日 

条

例

施

行

日 

令和７年 10 月 31 日 

届出必要 

届出不要 
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4. 特定埋立て等に関する手続に必要な提出書類 

 手続ごとの提出書類 

 

表 4-1 手続ごとの提出書類 

手続 提出書類 使用する土砂等 

 県内土
砂 

県外土
砂※２  添付書類※１ 

特定埋立て等の実施

（変更）の届出

（P36） 

特定埋立て等実施（変更）届出書 〇 〇 

 位置図 〇 〇 

 地籍図 〇 〇 

 利用計画平面図 〇 〇 

 縦横断面図 〇 〇 

 求積図 〇 〇 

 土地の登記事項証明書 〇 〇 

 表土の検査試料採取調書 ○ ○ 

 表土の検査試料採取地点位置図、現場写真 〇 〇 

 表土の検査結果証明書 〇 〇 

 浸透水採取措置図 〇 〇 

 関係市町の範囲の算定資料、当該範囲の図面 〇 〇 

 法人の登記事項証明書（法人の場合） 〇 〇 

 住民票の写し、個人番号カードの写し等（個人の場合、ただし

個人番号の記載のないものに限る。） 
〇 〇 

 納税証明書 〇 〇 

 利害関係人の同意書 〇 〇 

 特定埋立て等施行周知実施状況報告書 △※３ 〇 

 特定埋立て等施行説明実施状況報告書 △※３ 〇 

 現況写真 〇 〇 

土砂等の搬入の（変

更）届出（P43） 

土砂等搬入（変更）届出書 ― 〇 

 土砂等採取場所証明書 ― 〇 

 搬入土砂等の検査試料採取調書 ― 〇 

 搬入土砂等の検査試料採取地点位置図、現場写真 〇 〇 

 搬入土砂等の検査結果証明書 ― 〇 

定期報告（P49） 特定埋立て等施行状況報告書 〇 〇 

 土砂等管理台帳の写し ― 〇 

 土砂等採取場所証明書 〇※４ ― 

水質検査等結果報告書 〇 〇 

 検査試料採取調書 〇 〇 

 試料採取地点位置図、現場写真 〇 〇 

 検査結果証明書 〇 〇 

完了の届出（P55） 特定埋立て等完了届出書 〇 〇 

 定期報告と同じ添付書類。ただし、届出の受理後に提出。 〇 〇 

休止・廃止の届出

（P56） 

特定埋立て等休止（廃止）届出書 〇 〇 

 定期報告と同じ添付書類。ただし、届出の受理後に提出。 〇 〇 

 休止又は廃止のために講じた措置の内容を確認できる計画書、

図面その他書類 
〇 〇 

再開の届出（P56） 特定埋立て等再開届出書 〇 〇 

承継の届出（P57） 特定埋立て等承継届出書 〇 〇 

 承継した事実を証する書類 〇 〇 

 法人の登記事項証明書（法人の場合） 〇 〇 

 住民票の写し、個人番号カードの写し等（個人の場合） 〇 〇 
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※１ 上記以外にも、知事が必要と認める書類の提出が必要な場合があります。 

※２ 県外土砂と県内土砂が混在する場合も、県外土砂として扱います。 

※３ 県内土砂の場合は、開発区域（みどり条例第２条第１項第４号）の面積が 4.5ha 以上の場合のみ必要です。 

※４ 県内土砂の場合のみ必要です。 

 

 提出部数 

    届出書及び報告書の提出部数は正本１通です。 

 

 届出書及び報告書の製本 

    ファイル等で製本してください。また、添付書類等は、原則Ａ４版とし目次を作成して

インデックス等を貼付してください。原則、表 4-1 の順に綴じてください。 

 

 図面 

 Ａ３版を超える大きさの図面は、図面袋等に入れ末尾に綴じてください。一枚の図面に

二つ以上の内容を記載する場合は、タイトル等にその旨を明記してください。 

 

 電子申請・届出システムを使用する場合 

 条例に基づく届出書及び報告書の提出は、香川県電子申請・届出システムを利用するこ
とができます。その際の、届出書及び報告書並びに図面は、紙で提出する際に準じて作成
したものを、当該システムにより提出するか別途郵送又は持参してください。 
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5. 特定埋立て等の実施前に必要な手続 

 事前調査・事前相談 

ア 事前調査 

 条例の届出が必要か否かについて、ご確認ください。（届出の要否判定 P19） 

 不明な場合は、県みどり保全課までご相談ください。（P117） 

 土砂等による埋立て等は、この条例以外にも、森林法や農地法をはじめ様々

な法令により規制が設けられている場合があります。土砂等による埋立て等

を行おうとする場合は、これらの法令の規制について漏れなく関係機関に確

認してください。 

イ 事前相談 

 事前調査が終了した時点で、届出を行おうとしている特定埋立て等の具体的

な内容について、県みどり保全課までご相談ください。届出に必要な手続や

添付書類等について説明します。 

 事前相談は、以降の円滑な手続を行うため、複数回必要となる場合がありま

す。 

 

 表土検査 

【条例】 

（特定埋立て等の実施の届出） 

第 62 条の８ 略 

２ 略 

３ 第１項の規定による届出には、特定埋立て等に供する埋立て等区域の土地の位

置図その他の規則で定める書類を添付しなければならない。 

 

【規則】 

（特定埋立て等の実施の届出） 

第 51 条の３ 略 

２～４ 略 

５ 条例第 62 条の８第３項（条例第 62 条の９第２項及び第 62 条の 13 第２項にお

いて準用する場合を含む。）の規定により第１項の届出書に添付しなければなら

ない書類は、次の各号（第 51 条の６に規定する特定埋立て等にあっては、第 10

号及び第 11 号を除く。）に掲げる書類とする。 

 (１)・(２) 略 

 (３) 特定埋立て等に供する埋立て等区域の表土の汚染状態についての検査のた

めに採取した試料ごとの検査試料採取調書（第 18 号様式の３）、当該試料を採

取した地点の位置図及び現場写真並びに当該検査の結果を証する書類（計量法

施行規則（平成５年通商産業省令第 69 号）第 50 条第１号に規定する環境計量
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士（濃度関係）（以下「環境計量士」という。）が発行したものであって、当該

表土が土砂基準に適合することを確認できるものに限る。） 

 (４)～(13) 略 

  解説 

 特定埋立て等に供する埋立て等区域の表土の汚染状態について検査を行ってく

ださい。当該検査は特定埋立て等の実施の届出日より前３か月以内に行ってく

ださい。 

 検査については、以下の点に留意して実施してください。 

ア 特定埋立て等に供する埋立て等区域の面積が１ha 以下の場合は１区域、１ha

を超える場合は１ha 以内の区域に等分し、当該等分された区域ごとに５地点

均等混合法で試料を採取し、区域ごとの試料を等量混合したものを検査試料

としてください。なお、当該等分された区域における試料の採取地点は、中

央地点及び中央地点から東西南北方向に 10m の地点の５地点を基本とします

が、中央地点及び当該中央地点を交点に直角に交わる二直線上の当該中央点

と当該区域の境界との中間の４地点、計５地点とすることでも差し支えない

ものとします。 

イ 試料を自らが採取する場合は、試料採取地点の表層の土壌（地表から深さ５

㎝までの土壌をいう。以下同じ。）及び深さ５㎝から 50 ㎝までの土壌を採取

し、表層の土壌と深さ５㎝から 50 ㎝までの土壌とを同じ重量混合してくだ

さい。なお、その際、検査を依頼する分析機関に容器、採取量等についてよ

く確認を行ってください。 

ウ 分析機関に検査を依頼する際、土砂基準の検査項目及び測定方法に誤りのな

いよう注意してください。（土砂基準 P13） 

※ 特定埋立て等の目的が「農地造成（田）」の場合は、「砒
ひ

素」「銅」の含有試験

を追加してください。 

エ 埋立て等区域の表土が岩石（石のほか、建設副産物を石と同等の性状にした

ものをいう。）の場合は、検査は不要です。 

 

 利害関係人の同意 

【条例】 

（利害関係人の同意） 

第 62 条の 10 第 62 条の８第１項又は前条第１項本文の規定による届出をしようと

する者は、あらかじめ、その届出に係る特定埋立て等に供する埋立て等区域の土

地について所有権、地上権、質権、賃借権、使用貸借による権利若しくはその他

の使用及び収益を目的とする権利を有する者又は利害関係を有する者で規則で定

めるものに対し、当該特定埋立て等の内容を説明し、その全員の同意を得なけれ

ばならない。 



 

29 

 

  

【規則】 

（条例第 62 条の 10 の規則で定める者） 

第 51 条の４ 条例第 62 条の 10 の規則で定める者は、次のとおりとする。 

 (１) 特定埋立て等に供する埋立て等区域内からの排水の第１次放流先の水利権

を有する者 

 (２) 埋立て等区域内の浸透水を採取するための措置に供する土地について所有

権、地上権、質権、賃借権、使用貸借による権利又はその他の使用及び収益を

目的とする権利を有する者 

  解説 

 同意が必要な主な利害関係人は以下のとおりです。 

ア 特定埋立て等に供する埋立て等区域の土地及び特定埋立て等に供する埋立て

等区域内の浸透水を採取するための措置に供する土地の所有権、地上権、質

権（当該土地を占有する不動産質権者に限る。）、賃借権、使用貸借権又は使

用収益権（永小作権、地役権（内容に応じて同意が必要か判断）等）を有す

る者 

イ 特定埋立て等に供する埋立て等区域内からの排水の第１次放流先の水利権を

有する者 

 利害関係人に内容を説明する際は、図や写真を用いるなど分かりやすい説明を

心がけてください。 

 利害関係人への説明は、県みどり保全課に届出を行う内容を元にしてくださ

い。利害関係人の同意を得た後、届出の内容を変更する場合は、変更後の内容

を元に、再度利害関係人への説明を行い、同意を得てください。 

 利害関係人の同意を得た場合は、特定埋立て等実施同意書（P115）及び水利権

者等の同意書（P116）に準じた書面を作成してください。特定埋立て等の実施

の届出の際に必要となります。 

 

 住民への周知 

【条例】 

（住民への周知） 

第 62 条の 11 第 62 条の８第１項又は第 62 条の９第１項本文の規定による届出を

しようとする者は、あらかじめ、その届出に係る特定埋立て等に供する埋立て等

区域の周辺地域の住民に対し、説明会の開催その他の当該特定埋立て等の内容を

周知させるため必要なものとして規則で定める措置を講じなければならない。 

 

【規則】 

（住民への周知の方法） 



 

30 

 

  

第 51 条の５ 条例第 62 条の 11 の規則で定める措置は、次に掲げるいずれかの措置

（県外土砂等を使用する特定埋立て等にあっては、第１号に掲げる措置）とす

る。 

 (１) 特定埋立て等の内容についての説明会を開催すること。 

 (２) 特定埋立て等の内容を記載した書類を、当該特定埋立て等に供する埋立て

等区域の周辺地域の住民に配布すること。 

 (３) 特定埋立て等の内容を当該特定埋立て等に供する埋立て等区域内又はその

周辺の適当な場所に掲示するとともに、インターネットを利用する方法により

一般の閲覧に供すること。 

２ 県外土砂等を使用しない特定埋立て等であって、知事が特に必要がないと認め

るものについては、前項の規定にかかわらず、条例第 62 条の 11（条例第 63 条の

13 第２項において準用する場合を含む。）の規定による措置は要しないものとす

る。 

  解説 

 周知すべき住民の範囲は、埋立て等区域が含まれる地域の自治会、水利関係者

又は埋立て等区域の周辺において権利を有する者等が考えられます。 

 周知は、次のいずれかの方法で行ってください。ただし、特定埋立て等に使用

しようとする土砂等に県外土砂等が含まれる場合は、必ず説明会を開催してく

ださい。 

 特定埋立て等の内容についての説明会を開催すること。 

 特定埋立て等の内容を記載した書類を、当該特定埋立て等に供する埋立て等

区域の周辺地域の住民に配布すること。 

 特定埋立て等の内容を当該特定埋立て等に供する埋立て等区域内又はその周

辺の適当な場所に掲示するとともに、当該内容をインターネットを利用して

住民の閲覧に供すること。 

 住民への周知は、県みどり保全課に届出を行う内容を元にしてください。住民

への周知後、届出の内容を変更する場合は、変更後の内容を元に、再度住民へ

周知をしてください。 

 住民への周知を行った場合は、特定埋立て等施行周知実施状況報告書を作成し

てください。周知を複数回行った場合は、周知ごとに作成してください。 

 特定埋立て等施行周知実施状況報告書の記載事項は、表 4-2 のとおりです。 

 特定埋立て等施行周知実施状況報告書の添付書類は、表 4-3 のとおりです。 

 特定埋立て等施行周知実施状況報告書及び当該報告書の添付書類は、特定埋立

て等の実施の届出の添付書類となります。 

 県外土砂等を使用しない場合であって、みどり条例第２条第１項第４号に規定

する開発区域の面積が 4.5ha 未満の場合は、住民への周知は不要です。 
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表 4-2 特定埋立て等施行周知実施状況報告書の記載事項 

記載事項 備考 

特定埋立て等に供する埋立て等区域の位置  

周知方法 「説明会開催」を選択した場合は、説明会の開催

の周知の方法を括弧内に記載してください。 

周知日時又は周知期間 周知方法で「説明会開催」を選択した場合は説明

会の開催の日時を、「書類配布」を選択した場合

は配布期間を、「掲示及びインターネット」を選

択した場合は掲示を実施した期間及びインターネ

ットによる閲覧可能期間を記載してください。 

周知範囲又は周知場所 周知方法で「説明会開催」を選択した場合は説明

会の開催の周知を行った住民の範囲を、「書類配

布」を選択した場合は書類を配布した住民の範囲

を、「掲示及びインターネット」を選択した場合

は掲示した場所及び閲覧に供したウェブサイトの

アドレスを記載してください。 

説明者の役職及び氏名  

出席者数又は配布件数 周知方法で「説明会開催」を選択した場合は説明

会の出席者数を、「書類配布」を選択した場合は

書類を配布した件数を記載してください。 

住民からの質問、意見、要望等及びこれら

に対する回答 

全て記載してください。（記載できない場合、別

紙にて記載し、別紙を添付してください。） 

 

表 4-3 特定埋立て等施行周知実施状況報告書の添付書類 

添付書類 備考 

住民への周知に使用した資料や周知した内

容が分かる資料 

周知方法で「説明会開催」を選択した場合は説明

会で配布した資料（説明会の開催の周知の方法が

分かる資料を含む。）を、「書類配布」を選択した

場合は配布した書類を、「掲示及びインターネッ

ト」を選択した場合は掲示内容及び閲覧に供した

ウェブサイトの内容を確認できる書類を添付して

ください。 
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 関係市町長への説明 

【条例】 

（関係市町長への説明） 

第 62 条の 12 第 62 条の８第１項又は第 62 条の９第１項本文の規定による届出を

しようとする者は、あらかじめ、関係市町の長に対し、その届出に係る特定埋立

て等の内容を説明しなければならない。 

 

【規則】 

（関係市町長への説明の省略） 

第 51 条の６ 前条第２項の規定により条例第 62 条の 11（条例第 63 条の 13 第２項

において準用する場合を含む。）の規定による措置を要しないものとされた特定

埋立て等については、条例第 62 条の 12（条例第 63 条の 13 第２項において準用

する場合を含む。）の規定による説明は要しないものとする。 

  解説 

 説明すべき関係市町の範囲は、表 4-4 により算定してください。当該算定に用

いた計算を記載した書類及び範囲を示す図面を作成してください。特定埋立て

等の実施の届出に必要となります。 

 市町長への説明は、県みどり保全課に届出を行う内容を元にしてください。市

町長への説明後、届出の内容を変更する場合は、変更後の内容を元に、再度市

町長へ説明をしてください。 

 市町により説明すべき部署が複数ある場合がありますので、事前に県みどり保

全課までご連絡ください。 

 市町長への説明を行った場合は、特定埋立て等施行説明実施状況報告書を作成

してください。説明を複数回行った場合は、説明ごとに作成してください。 

 特定埋立て等施行説明実施状況報告書の記載事項は表 4-5 のとおりです。 

 特定埋立て等施行説明実施状況報告書の添付書類は表 4-6 のとおりです。 

 特定埋立て等施行説明実施状況報告書及び当該報告書の添付書類は、特定埋立

て等の実施の届出の添付書類となります。 

 県外土砂等を使用しない場合であって、みどり条例第２条第１項第４号に規定

する開発区域の面積が 4.5ha 未満の場合は、関係市町長への説明は不要です。 
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表 4-4 関係市町の範囲の算定方法 

１ 算定方法 

下流河川の低水流量が、次式により想定される特定埋立て等に供する埋立て等区域（以下この表

において「埋立て等区域」という。）の浸透水量の 100 倍以上となり、河川水と浸透水とが十分に

混合して一様な水質に達する地点までの範囲とする。 

 

（１）埋立て等区域の浸透水量の算定 

   Ｑ =１／1000  ×ｉ×Ｃ×Ａ 

 

（２）河川の低水流量の調査 

既存資料の収集又は必要に応じ現地調査を行い、その結果を整理・解析すること。 

なお、埋立て等区域に関係する流域の面積、降水量、土地利用形態別の流出率から河川流量を

算出する方法がある。 

また、現地調査については、｢水質調査方法｣(昭和 46年９月 30日環境庁水質保全局長通達)に

定める測定方法又はこれに準ずる方法による。 

 

２ 算定例 

関係市町の範囲を次の手順に従って予測する。 

 

（１）設定 

①埋立て等区域面積         Ａ1＝     ２ha     (20,000 ㎡) 

②埋立て等区域の上流域の面積    Ａ2＝   200ha  (2,000,000 ㎡) 

    〃   利用形態別面積  山林    150ha （1,500,000 ㎡） 

                 畑地     50ha  （500,000 ㎡） 

③降水量 ｉ＝14.4 mm／日 

（例として高松地方気象台；1988～2002 年の最大月間降水量の日換算値を使用） 

手順 計算等の例 

１ 埋立て等区域面積を確定する。 

その際、埋立て等区域に影響のある

集水区域面積を含める。 

Ａ1＝20,000 ㎡ 

通常、埋立て等区域の周辺は雨水等の排水施設を設けて

いることから、埋立て等区域面積だけとなる。 

Ｑ；浸透水量（㎥／日） 

ｉ；降水量(mm／日) →埋立て等区域に最も近い気象観測所データー（15年以上）の最大月間

降水量の日換算値 

Ｃ；流出係数＝１ →施工中、埋立て等区域内に降水した雨水全てが土砂等の影響を受けるも

のとする。 

Ａ；土砂等埋立区域面積(㎡) →埋立て等区域に影響のある集水区域面積を含む。 
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２ 埋立て等区域の上流域の面積と土地

利用形態別面積を把握する。 

上流域面積Ａ2＝200ha（2,000,000 ㎡） 

利用形態別面積 山林 150ha（1,500,000 ㎡） 

        畑地  50ha（500,000 ㎡） 

  

３ 埋立て等区域とその上流域の降水量

は、最も近い気象観測所が同一であ

れば、同じデータとなる。 

降水量ｉ＝14.4 mm／日 

４ 埋立て等区域の浸透水量を求める。 浸透水量Ｑ1＝１／1000  ×ｉ×Ｃ×Ａ1 

      ＝１／1000  ×14.4×1×20,000 

     ＝ 288 ㎥／日 

５ 

 

上流域の河川流量を浸透水量の算定

式に準じて求める。(土地利用形態

別に流出係数を考慮すること。)※ 

上流域の河川流量 

Ｑ2＝１／1000  ×ｉ×Ｃ×Ａ2 

  ＝１／1000  ×14.4×（山林 0.7×1,500,000 

             ＋畑地 0.6×500,000） 

  ＝19,440 ㎥／日  

６ 

 

上流域の河川流量と浸透水量を比較

して 100 倍以上になるか。 

①100 倍以上の場合は、埋立て等区

域の下流域に影響はないこととな

る。 

②100 倍未満の場合は、100 倍にな

るまで下流域の範囲の予測が必要 

Ｑ2÷Ｑ1＝19,440÷288 

＝67.5 倍 

100 倍未満であることから、下流域の範囲を予測する。 

７ 浸透水量の 100 倍から上流域の河川

流量を差し引き、その不足分を下流

域の土地利用形態別面積ごとに河川

流量として算定し下流域の範囲を確

認する。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

Ｑ1×100－Ｑ2＝288×100－19,440 

       ＝ 9,360 ㎥／日 

下流域の河川流量 

Ｑ3＝１／1000  ×ｉ×Ｃ×Ａ3 

   ＝１／1000  ×14.4×（山林 0.7×800,000 

             ＋畑地 0.6×200,000） 

  ＝ 9,792 ㎥／日  

≧Ｑ1＝ 9,360 ㎥／日 

下流域面積Ａ3＝800,000＋200,000＝1,000,000 ㎡＝

100ha の範囲までを浸透水量の 100 倍の河川流量の対

象範囲とする。 

よって、浸透水の影響範囲として意見聴取に関係する

市町は、Ａ町とＢ市までとなる。 

下流域を山林と仮定することで

おおよその面積を算出してか

ら、範囲を絞り込み確定するこ

ともできる。 
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※ 埋立て等区域内における流出係数は、「建設省河川砂防技術基準（案）同解説」（社団法人日本

河川協会）による数値を標準とする。 

密集市街地 0.9 一般市街地 0.8 畑、原野 0.6 水田 0.7 山地 0.7 

  

 ただし、保安林を含む林地等地表状態別の流出係数は、次表に示す値とすること。 

      区分 

地表状態 

浸透能 

小（山岳地） 中（丘陵地） 大（平地） 

林地 0.6 ～ 0.7 0.5 ～ 0.6 0.3 ～ 0.5 

草地 0.7 ～ 0.8 0.6 ～ 0.7 0.4 ～ 0.6 

耕地 － 0.7 ～ 0.8 0.5 ～ 0.7 

裸地 1.0 0.9 ～ 1.0 0.8 ～ 0.9 

※舗装面、屋根等不浸透面については 1.0 とする。 

  

３ 概要図 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

埋立て等区域 

Ａ1＝２ha  

上流域 

Ａ2＝200ha 

  山林 150ha 

  畑地  50ha 

下流域 

Ａ3＝100ha      山林 80ha 

         畑地 20ha 

河川 

海 

流域界 

◎ 影響範囲の最下流 

  （100 倍希釈） 
流域界 

Ａ町 

Ｂ市 

市町界 
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表 4-5 特定埋立て等施行説明実施状況報告書の記載事項 

記載事項 

特定埋立て等に供する埋立て等区域の位置 

説明日時 

説明場所 

説明者の役職及び氏名 

市町出席者の役職及び氏名 

市町からの質問、意見、要望等及びこれらに対する回答 

 

表 4-6 特定埋立て等施行説明実施状況報告書の添付書類 

添付書類 

市町長への説明に使用した資料や説明した内容が分かる資料 

 

 特定埋立て等の実施の届出 

【条例】 

（特定埋立て等の実施の届出） 

第 62 条の８ 特定埋立て等を行おうとする者は、規則で定めるところにより、次の

事項を知事に届け出なければならない。 

 (１) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 (２) 特定埋立て等に供する埋立て等区域の位置 

 (３) 特定埋立て等に供する埋立て等区域の面積 

 (４) 特定埋立て等に使用する土砂等の量 

 (５) 特定埋立て等を行う期間 

 (６) 特定埋立て等に供する埋立て等区域の表土の汚染状態 

 (７) 埋立て等区域内の浸透水を採取するための措置 

 (８) 特定埋立て等完了後の土地の形状 

 (９) 特定埋立て等完了後の土地の利用目的 

 (10) 施工を管理する事務所の所在地及び連絡先 

 (11) 施工を管理する者の職名及び氏名 

 (12) 関係市町の範囲 

 (13) その他規則で定める事項 

２ 略 

３ 第１項の規定による届出には、特定埋立て等に供する埋立て等区域の土地の位

置図その他の規則で定める書類を添付しなければならない。 

 

【規則】 

（特定埋立て等の実施等の届出） 

第 51 条の３ 略 
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２ 条例第 62 条の８第１項第 13 号の規則で定める事項は、県外土砂等（県外にお

いて採取された土砂等をいう。以下同じ。）の使用の有無とする。 

３・４ 略 

５ 条例第 62 条の８第３項（条例第 62 条の９第２項及び第 62 条の 13 第２項にお

いて準用する場合を含む。）の規定により第１項の届出書に添付しなければならな

い書類は、次の各号（第 51 条の６に規定する特定埋立て等にあっては、第 10 号及

び第 11 号を除く。）に掲げる書類とする。 

 (１) 特定埋立て等に供する埋立て等区域の土地の位置図、地籍図、利用計画平

面図、縦横断面図及び求積図 

 (２) 特定埋立て等に供する埋立て等区域の土地の登記事項証明書 

 (３) 特定埋立て等に供する埋立て等区域の表土の汚染状態についての検査のた

めに採取した試料ごとの検査試料採取調書（第 18 号様式の３）、当該試料を採

取した地点の位置図及び現場写真並びに当該検査の結果を証する書類（計量法

施行規則（平成５年通商産業省令第 69 号）第 50 条第１号に規定する環境計量

士（濃度関係）（以下「環境計量士」という。）が発行したものであって、当該

表土が土砂基準に適合することを確認できるものに限る。） 

 (４) 埋立て等区域内の浸透水を採取するための措置図 

 (５) 関係市町の範囲の算定資料及び当該範囲の図面 

 (６) 届出をする者が法人である場合にあっては、その法人の登記事項証明書 

 (７) 届出をする者が個人である場合にあっては、その個人の住民票の写し若し

くは個人番号カード（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律（平成 25 年法律第 27 号）第２条第７項に規定する個人番号

カードをいう。第 51 条の 20 第２項第３号において同じ。）の写し又はこれら

に類するものであって氏名及び住所を証する書類 

 (８) 香川県の県税に係る納税証明書（届出をする者が香川県内に住所等を有し

ない場合にあっては、住所がある都道府県の都税又は道府県税に係る納税証明

書） 

 (９) 条例第 62 条の 10 に規定する利害関係人の同意を得たことを証する書類 

 (10) 特定埋立て等施行周知実施状況報告書（第 18 号様式の４） 

 (11) 特定埋立て等施行説明実施状況報告書（第 18 号様式の５） 

 (12) 特定埋立て等に供する埋立て等区域の現況写真 

 (13) その他知事が必要と認める書類   

  解説 

ア 特定埋立て等実施届出書 

 記載事項は、表 4-7 のとおりです。 

 添付書類は、表 4-8 のとおりです。図面については、作成年月日を記入し

てください。 
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 改良土や再生土を使用する場合、使用することを参考事項に記載してくださ

い。なお、当該土砂の処分（廃棄）を目的とした埋立ては廃棄物処理法で禁

止されています。 

 届出に係る特定埋立て等を行う 60 日（特定埋立て等に使用しようとする土

砂等が県外土砂等でない場合にあっては、30 日）前までに受理されるよう

に提出してください。（実施の制限 P42） 

 

表 4-7 特定埋立て等実施届出書の記載事項 

記載事項 備考 

氏名又は名称及び住所並びに法人にあって

は、その代表者の氏名 

法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称

及びその代表者の氏名を記載してください。 

特定埋立て等に供する埋立て等区域の位置 記載事項のすべてを記載することができないと

きは、「別紙のとおり」と記載し、別紙を添付

してください。（以下同じ。） 

特定埋立て等に供する埋立て等区域の面積 特定埋立て等に供する埋立て等区域以外の場所

から採取された土砂等を使用して行われる埋立

て等区域（P10）の面積を記載してください。 

面積は実測とし、ha を単位として、小数点以下

第４位まで記載してください。（以下同じ。） 

特定埋立て等に使用する土砂等の量 利用計画平面図・縦横断面図等から算定した土

砂等の量を記載すること。なお、各土砂等の採

取場所からの搬入予定量（㎥）の合計と合致し

ていること。 

一時堆積の場合は「搬出量」も記載してくださ

い。 

県外土砂等の使用の有無 県外土砂等と県内土砂等が混在する場合は、

「有」としてください。 

特定埋立て等を行う期間 関係法令等の開発期間に合わせることとします

が、原則３年以内です。 

埋立て等区域内の表土の汚染状態 表土の検査試料採取調書等を添付してくださ

い。 

埋立て等区域内の浸透水を採取するための 

措置 

浸透水が採取できる施設とし、その構造及び方

法を記載した図面を添付してください。 

当該図面には、浸透水を採取するための有孔管

等の埋設場所、浸透水の採取位置を明示してく

ださい。 

必要に応じＡ４版１枚程度に採取施設の概要を

記載してください。 
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特定埋立て等完了後の土地の形状 利用計画平面図、縦横断面図等を利用してくだ

さい。 

特定埋立て等完了後の土地の利用目的 特定埋立て等の目的・計画内容を具体的に記載

してください。 

長期にわたる特定埋立て等の一部についての計

画である場合には、全体計画との関連を明らか

にしてください。 

施工を管理する事務所の所在地・連絡先 事務所の位置は、原則として、特定埋立て等に

供する埋立て等区域の付近としてください。 

施工を管理する者の職・氏名 法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称

及びその代表者の氏名を記載してください。 

関係市町の範囲 表 4-4 により算定してください。 

参考事項 予定されている採取場所を記載してください。 

改良土、再生土を使用する場合は、その旨を記

載してください。 

 

表 4-8 特定埋立て等実施届出書の添付書類 

添付書類 備考 

位置図  

地籍図 埋立て区域を点線等によ

り表記してください。 

利用計画平面図 埋立て区域を点線等によ

り表記してください。 

縦横断面図  

求積図  

土地の登記事項証明書  

表土の汚染状況検査結果 環境計量士が３月以内に

発行したものを添付して

ください。 

表土の検査試料採取調書  

表土の検査試料採取地点位置図・現場写真  

浸透水採取措置図  

関係市町の範囲を算定した資料及び当該範囲の図面  

法人の登記事項証明書 法人の場合 

３か月以内に取得したも

のを添付してください。 
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住民票の写し若しくは個人番号カードの写し又はこれらに類するも

のであって氏名及び住所を証する書類（個人番号の記載のないも

の） 

個人の場合 

利害関係人の同意書  

特定埋立て等施行周知実施状況報告書  

特定埋立て等施行説明実施状況報告書  

現況写真  

その他知事が定める書類  

 

イ 特定埋立て等実施基準 

【条例】 

（実施の計画の変更命令） 

第 62 条の 14 知事は、第 62 条の８第１項又は前条第１項の規定による届出があっ

た場合において、その届出に係る特定埋立て等に供する埋立て等区域の表土が土

砂基準に適合することその他の規則で定める基準（第 62 条の 27 第１項第６号に

おいて「特定埋立て等実施基準」という。）に適合しないと認めるときは、次条

第１項に規定する期間内に限り、その届出をした者に対し、当該特定埋立て等に

関する計画の変更又は廃止を命ずることができる。 

 

【規則】 

（特定埋立て等実施基準） 

第 51 条の８ 条例第 62 条の 14 の特定埋立て等実施基準は、別表第 21 の３（第 51

条の６に規定する特定埋立て等にあっては、５の項及び６の項を除く。）のとお

りとする。 

  解説 

 特定埋立て等実施基準は、表 4-9 のとおりです。 

 

表 4-9 特定埋立て等実施基準 

特定埋立て等に供する埋立て等区域の表土が土砂基準に適合すること。 

埋立て等区域内の浸透水を採取する措置が講じられること。 

特定埋立て等の施工を管理することができる事務所が設置されること。 

条例第 62 条の 10（条例第 63 条の 13 第２項において準用する場合を含む。）の規定

による利害関係人の同意の取得がなされていること。 

条例第 62 条の 11（条例第 63 条の 13 第２項において準用する場合を含む。）の規定

による住民への周知がなされていること。 

条例第 62 条の 12（条例第 63 条の 13 第２項において準用する場合を含む。）の規定

による関係市町長への説明がなされていること。 

届出をした者に、特定埋立て等を行うために必要な資力及び信用があること。 
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ウ 特定埋立て等実施変更届出書 

【条例】 

（特定埋立て等の変更の届出） 

第 62 条の 13 第 62 条の８第１項又は第 62 条の９第１項本文の規定による届出を

した者は、その届出に係る事項の変更（軽微な変更その他の規則で定める変更を

除く。）をしようとするときは、規則で定めるところにより、その旨を知事に届

け出なければならない。 

２ 第 62 条の８第３項の規定は前項の規定による届出について、第 62 条の 10 から

前条までの規定は前項の規定による届出をする者について、それぞれ準用する。 

３ 第 62 条の８第１項又は第 62 条の９第１項本文の規定による届出をした者は、

第１項の規則で定める変更をしたときは、その日から 30 日以内に、規則で定め

るところにより、規則で定める書類を添付して、その旨を知事に届け出なければ

ならない。 

 

【規則】 

（特定埋立て等の実施等の届出） 

第 51 条の３ 条例第 62 条の８第１項、第 62 条の９第１項本文又は第 62 条の 13 第

１項若しくは第３項の規定による届出は、特定埋立て等実施（変更）届出書（第

18 号様式の２）により行わなければならない。 

２～５ 略 

 

（条例第 62 条の 13 第１項の規則で定める変更等） 

第 51 条の７ 条例第 62 条の 13 第１項の規則で定める変更は、次のとおりとする。 

 (１) 条例第 62 条の８第１項第１号、第８号、第 10 号又は第 11 号に掲げる事項

の変更 

 (２) その他知事が適当と認める事項の変更 

２ 条例第 62 条の 13 第３項の規則で定める書類は、第 51 条の３第５項各号に掲げ

る書類のうち当該変更事項に係る書類とする。 

  解説 

 記載事項は、表 4-7 のとおりです。ただし、住所及び氏名（法人にあっては、

主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）に変更がある場合は、住所及

び氏名の欄を記載してください。 

 変更箇所及び変更内容が分かるように、変更のある部分について、変更前及び

変更後の内容を対照させて記載してください。 

 添付書類は、表 4-8 のとおりです。 

 特定埋立て等実施変更届出書を提出する際にも、変更内容について、利害関係

の同意、住民への周知、関係市町長への説明をすることが必要です。 



 

42 

 

  

 届出に係る特定埋立て等を行う 60 日（特定埋立て等に使用しようとする土砂等

が県外土砂等でない場合にあっては、30 日）前までに受理されるように提出し

てください。 

 「県外土砂等の使用」を「有」から「無」に変更する場合は届出に係る特定埋

立て等を行う 30 日前まで、「県外土砂等の使用」を「無」から「有」に変更す

る場合は届出に係る特定埋立て等を行う 60 日前までに受理されるように提出し

てください。 

 上記にかかわらず、次の変更については、変更があった時から 30 日以内に、

特定埋立て等実施変更届出書を提出してください。 

 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 特定埋立て等完了後の土地の形状 

 施工を管理する事務所の所在地及び連絡先 

 施工を管理する者の職名及び氏名 

 

エ 実施の計画の変更命令 

【条例】 

（実施の計画の変更命令） 

第 62 条の 14 知事は、第 62 条の８第１項又は前条第１項の規定による届出があっ

た場合において、その届出に係る特定埋立て等に供する埋立て等区域の表土が土

砂基準に適合することその他の規則で定める基準（第 62 条の 27 第１項第６号に

おいて「特定埋立て等実施基準」という。）に適合しないと認めるときは、次条

第１項に規定する期間内に限り、その届出をした者に対し、当該特定埋立て等に

関する計画の変更又は廃止を命ずることができる。 

 

【規則】 

（特定埋立て等実施基準） 

第 51 条の８ 条例第 62 条の 14 の特定埋立て等実施基準は、別表第 21 の３（第 51

条の６に規定する特定埋立て等にあっては、５の項及び６の項を除く。）のとお

りとする。 

  解説 

 特定埋立て等実施基準は、表 4-9 を参照してください。 

 

オ 実施の制限 

【条例】 

（実施の制限） 

第 62 条の 15 第 62 条の８第１項又は第 62 条の 13 第１項の規定による届出をした

者は、その届出が受理された日から 60 日（規則で定める場合にあっては、規則
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で定める日数）を経過した後でなければ、その届出に係る特定埋立て等を行って

はならない。 

２ 知事は、第 62 条の８第１項又は第 62 条の 13 第１項の規定による届出に係る事

項の内容が相当であると認めるときは、前項に規定する期間を短縮することがで

きる。 

 

【規則】 

（条例第 62 条の 15 第１項の規則で定める場合等） 

第 51 条の９ 条例第 62 条の 15 第１項の規則で定める場合は、特定埋立て等に県外

土砂等を使用しない場合とし、同項の規則で定める日数は、30 日とする。 

  解説 

 県内土砂等を使用する場合は 30 日前、県外土砂等を使用する場合は 60 日前ま

でに特定埋立て等の実施の届出を行ってください。 

 実施の届出が受理されてから当該日数が経過しない限りは、特定埋立て等は実

施できません。 

 届出に係る事項の内容が相当であると認められ、かつ早急に埋立て等を開始す

る必要性が認められるときは、別途期間の短縮について通知します。 

 

 土砂等の搬入の届出 

【条例】 

（土砂等の搬入の届出） 

第 62 条の 16 第 62 条の８第１項、第 62 条の９第１項本文又は第 62 条の 13 第１

項の規定による届出をした者は、その届出に係る特定埋立て等に供する埋立て等

区域に土砂等を搬入しようとするときは、当該土砂等の採取場所ごとに、規則で

定めるところにより、次の事項を知事に届け出なければならない。 

 (１) 土砂等の採取場所 

 (２) 搬入しようとする土砂等の量 

 (３) 搬入を行う期間 

 (４) 搬入を行う者 

 (５) 搬入方法 

 (６) 搬入経路 

２ 前項の規定による届出には、規則で定めるところにより、土砂等の採取場所及

び当該土砂等が土砂基準に適合していることを証する書類を添付しなければなら

ない。 

３ 第１項の規定による届出をした者は、その届出に係る事項の変更をしようとす

るときは、規則で定めるところにより、その旨を知事に届け出なければならな

い。 

４ 第２項の規定は、前項の規定による届出について準用する。 
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【規則】 

（土砂等の搬入の届出） 

第 51 条の 10 条例第 62 条の 16 第１項又は第３項の規定による届出は、土砂等の

量が 5,000 立方メートルまでごとに、土砂等搬入（変更）届出書（第 18 号様式

の６）により行わなければならない。 

２ 県外土砂等でない土砂等の搬入については、条例第 62 条の 16 第１項の規定に

よる届出は要しないものとする。 

３ 条例第 62 条の 16 第２項（同条第４項において準用する場合を含む。）の規定に

より第１項の届出書に添付しなければならない書類は、次のとおりとする。 

 (１) 土砂等の採取場所の責任者が発行した土砂等採取場所証明書（第 18 号様式

の７） 

 (２) 土砂等の汚染状態についての検査のために採取した試料ごとの検査試料採

取調書（第 18 号様式の３）、当該試料を採取した地点の位置図及び現場写真並び

に当該検査の結果を証する書類（環境計量士が発行したものに限る。） 

  解説 

ア 土砂等搬入届出書 

 搬入する土砂等の採取場所ごとに、土砂等の量が 5,000 立方メートルまでご

とに提出してください。 

 記載事項は、表 4-10 のとおりです。 

 添付書類は、表 4-11 のとおりです。 

 届出に係る土砂等を搬入する 60 日前までに受理されるように提出してくだ

さい。（搬入の制限 P46） 

 県外土砂等を搬入しない場合は、届出は不要です。 

 検査については、以下の点に留意して実施してください。なお、採取場所に

おいて以下の方法による検査が難しい場合は、県みどり保全課までご連絡く

ださい。 

(ア) 区域（土砂等の量が 5,000 立方メートルまでごとに、土砂等の採取場所ご

とを１区域とする。）ごとに５地点均等混合法で試料を採取し、等量混合し

たものを検査試料としてください。なお、試料の採取地点は、中央地点及

び中央地点から東西南北方向に 10m の地点の５地点を基本としますが、中

央地点及び当該中央地点を交互に直角に交わるに二直線上の当該中央点と

区域の境界との中間の４地点、計５地点とすることでも差し支えないもの

とします。 

(イ) 試料採取については、計量証明事業所が行う必要があり、試料採取地点の

表層の土壌及び深さ５㎝から 50 ㎝までの土壌を採取し、表層の土壌と深さ

５㎝から 50 ㎝までの土壌とを同じ重量混合してください。 

(ウ) 分析機関に検査を依頼する際、土砂基準の検査項目及び測定方法に誤りの

ないよう注意してください。（土砂基準 P13） 
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※特定埋立て等の目的が「農地造成（田）」の場合は、「砒
ひ

素」「銅」の含有

試験を追加してください。 

 

表 4-10 土砂等搬入届出書の記載事項 

記載事項 備考 

特定埋立て等に供する埋立て等区域の位置  

土砂等の採取場所  

搬入量  

搬入期間  

搬入者  

搬入方法  

搬入経路  

 

表 4-11 土砂等搬入届出書の添付書類 

添付書類 備考 

土砂等の採取場所の責任者が発行した土砂

等採取場所証明書 

 

土砂等の汚染状態についての検査のために

採取した試料ごとの検査試料採取調書 

 

試料を採取した地点の位置図及び現場写真  

検査の結果を証する書類（環境計量士が発

行したものに限る。） 

環境計量士が３月以内に発行したものを添付して

ください。 

土砂基準に適合していることを証する書類を添付

してください。搬入しようとする土砂等が再生土

や改良土の場合は、リサイクル認定書等の提出を

求める場合があります。 

 

イ 土砂等搬入変更届出書 

 記載事項は、表 4-10 のとおりです。 

 変更箇所及び変更内容が分かるように、変更のある部分について、変更前

及び変更後の内容を対照させて記載してください。 

 届付書類は、表 4-11 のとおりです。 

 届出に係る土砂等を搬入する 60 日前までに受理されるように提出してくだ

さい。（搬入の制限 P46） 

 届出に係る採取場所から土砂等を搬入しなくなった場合も、搬入しようとす

る土砂等の量の変更を届け出てください。 
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 特定埋立て等を行う者の氏名又は名称、特定埋立て等に使用する土砂等の

全体の量等特定埋立て等の実施の届出の記載事項（P38）を変更する場合

は、特定埋立て等の実施変更届出書も提出してください。 

 

ウ 搬入の計画の変更命令 

【条例】 

（搬入の計画の変更命令） 

第 62 条の 17 知事は、前条第１項又は第３項の規定による届出があった場合にお

いて、その届出に係る土砂等が土砂基準に適合しないと認めるときは、次条第１

項に規定する期間内に限り、その届出をした者に対し、当該土砂等の搬入に関す

る計画の変更又は廃止を命ずることができる。 

  解説 

 土砂基準は、表 2-1 を参照してください。 

 

エ 搬入の制限 

【条例】 

（搬入の制限） 

第 62 条の 18 第 62 条の 16 第１項又は第３項の規定による届出をした者は、その

届出が受理された日から 60 日（規則で定める場合にあっては、規則で定める日

数）を経過した後でなければ、その届出に係る土砂等を搬入してはならない。 

２ 知事は、第 62 条の 16 第１項又は第３項の規定による届出に係る事項の内容が

相当であると認めるときは、前項に規定する期間を短縮することができる。 

 

  解説 

 県外土砂等の搬入を行おうとする場合は 60 日前までに土砂等の搬入の届出を行

ってください。 

 搬入の届出が受理されてから 60 日が経過しない限りは、土砂等の搬入はでき

ません。 

 届出に係る事項の内容が相当であると認められ、かつ早急に搬入する必要性が

認められる場合は、別途期間の短縮について通知します。 

 

6. 特定埋立て等の実施中に必要な手続 

 展開検査等 

【条例】 

（展開検査等） 

第 62 条の 19 第 62 条の８第１項、第 62 条の９第１項本文又は第 62 条の 13 第１

項の規定による届出をした者は、その届出に係る特定埋立て等に供する埋立て等

区域に搬入した土砂等を当該特定埋立て等に使用しようとするときは、当該土砂
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等の展開その他の適切な方法により、当該土砂等への廃棄物その他の生活環境の

保全上支障のおそれがある物（次項において「廃棄物等」という。）の混入又は

吸着の有無について目視による検査を行わなければならない。 

２ 前項の規定による検査の結果、土砂等に廃棄物等の混入又は吸着が確認された

ときは、第 62 条の８第１項、第 62 条の９第１項本文又は第 62 条の 13 第１項の

規定による届出をした者は、その届出に係る特定埋立て等に当該土砂等を使用し

てはならない。 

 

【規則】 

（展開検査等の省略） 

第 51 条の 11 県外土砂等でない土砂等の使用については、条例第 62 条の 19 第１

項の規定による検査は要しないものとする。 

  解説 

 廃棄物等の混入を防止するため、埋立て等区域に搬入した土砂等を特定埋立て

等に使用しようとするときは、土砂等を展開する等して目視で確認し、廃棄物

等があれば除去してください。廃棄物等を除去するまでは、特定埋立て等を行

わないようにしてください。 

 展開検査の方法は、専用の展開場を設け搬入車両１台ごとに確認して行うこと

が望ましいですが、埋立て等を行う場所の事情により、以下のような方法で実

施しても差し支えありません。 

 搬入車両から埋立て等を行う場所に土砂等を降ろす際に埋立て等を行う者が目

視検査をする方法 

 埋立て等区域内に採取場所毎に区分して堆積した土砂等を、埋立て等を行う者

が敷き広げる際に目視検査をする方法 

 土砂等の排出（搬入車両への積載）時に埋立て等を行う者が目視検査をする方

法 

 展開検査の結果は、土砂等管理台帳に記載してください。 

 廃棄物の混入又は吸着を確認した場合は、県みどり保全課までご連絡くださ

い。 

 県外土砂等を使用しない場合は、展開検査は不要ですが、廃棄物等の混入がな

いよう十分に注意してください。 

 

 土砂等管理台帳の作成 

【条例】 

（土砂等管理台帳の作成） 

第 62 条の 20 第 62 条の８第１項、第 62 条の９第１項本文又は第 62 条の 13 第１

項の規定による届出をした者は、その届出に係る特定埋立て等に使用した土砂等
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について、当該土砂等の採取場所ごとに、規則で定めるところにより、土砂等管

理台帳を作成しなければならない。 

 

【規則】 

（土砂等管理台帳の作成） 

第 51 条の 12 条例第 62 条の 20 の土砂等管理台帳は、特定埋立て等土砂等管理台

帳（第 18 号様式の８）によらなければならない。 

２ 県外土砂等を使用しない特定埋立て等については、条例第 62 条の 20 の規定に

よる土砂等管理台帳の作成は要しないものとする。 

  解説 

 記載事項は、表 4-12 のとおりです。 

 土砂等管理台帳の写しは、定期報告（P49）に添付してください。 

 土砂等管理台帳は、届出にかかる特定埋立て等の完了の届出が受理されてから

５年間、保存してください（関係書類等の保存 P52）。 

 特定埋立て等が一時堆積である場合は、「土砂等の搬入量」の欄に、特定埋立

て等に供する埋立て等区域の外部へ搬出した土砂等の量を頭書に△の記号を付

して記載し、これを搬入量の合計から減じた量を計の欄に記載してください。 

 土砂等管理台帳の作成は、書面の作成に代えて当該書面に係る電磁的記録によ

る作成を行うことができます。（香川県民間事業者等が行う書面の保存等におけ

る情報通信の技術の利用に関する条例（平成 18 年香川県条例第３号）第４条第

１項、同条例施行規則（平成 18 年香川県規則第 10 号）第５条、別表第６参

照） 

 県外土砂等を使用しない場合は、土砂等管理台帳の作成は不要ですが、定期的

に、土砂等の採取場所ごとの搬入量を記載した特定埋立て等施行状況報告書を

提出する必要がありますので、搬入する土砂等の適正な管理に努めてくださ

い。 

 

表 4-12 土砂等管理台帳の記載事項 

記載事項 備考 

特定埋立て等に供する埋立て等区域の位

置 

 

土砂等の採取場所の所在地  

土砂等の採取場所からの搬入計画量  

前月までの累計搬入量  

搬入日  

土砂等の搬入量 外部に搬出した場合は搬出量を頭書に△の記号を

付して記載し、これを搬入量の合計から減じた量

を計の欄に記載してください。 
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展開検査等の結果  

展開検査等を行った者の氏名  

備考 土砂等を外部に搬出した場合は、搬出先の所在地

を記載してください。 

 

 定期報告 

【条例】 

（定期報告等） 

第 62 条の 21 第 62 条の８第１項、第 62 条の９第１項本文又は第 62 条の 13 第１

項の規定による届出をした者は、規則で定めるところにより、定期的に、前条の

土砂等管理台帳の写しを添付して、その届出に係る特定埋立て等に使用した土砂

等の量を知事に報告しなければならない。 

２ 第 62 条の８第１項、第 62 条の９第１項本文又は第 62 条の 13 第１項の規定に

よる届出をした者は、規則で定めるところにより、定期的に、その届出に係る特

定埋立て等に供する埋立て等区域以外の地域へ流出する水について水質検査を行

い、その結果を知事に報告しなければならない。ただし、気象条件その他のやむ

を得ない事由により当該水質検査を行うことができないと知事が認めたときは、

当該埋立て等区域内の土壌検査を行うことによって、当該水質検査に代えること

ができる。 

３ 第 62 条の８第１項、第 62 条の９第１項本文又は第 62 条の 13 第１項の規定に

よる届出をした者は、その届出に係る特定埋立て等に供する埋立て等区域内の浸

透水が、水質基準（埋立て等区域内の浸透水の汚染状態について、人の健康を保

護し、及び生活環境を保全する上で維持することが必要なものとして規則で定め

る基準をいう。以下同じ。）に適合していないことを確認したとき（前項ただし

書の場合にあっては、当該埋立て等区域内の土壌が土砂基準に適合しないことを

確認したとき）は、直ちに当該特定埋立て等を停止し、その原因の調査その他当

該特定埋立て等により生じ、又は生ずるおそれがあると認める生活環境の保全上

の支障を除去するために必要な措置を講じ、その結果を知事に報告しなければな

らない。 

 

【規則】 

（特定埋立て等施行状況報告） 

第 51 条の 13 条例第 62 条の 21 第１項の規定による報告は、特定埋立て等を開始

した日から１年ごとに、当該期間満了後３週間以内（条例第 62 条の 25 第１項又

は第２項の規定による届出をした場合にあっては、知事が別に定める日まで）

に、特定埋立て等施行状況報告書（第 18 号様式の９）により行わなければなら

ない。 
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２ 第 51 条の 10 第２項の規定により条例第 62 条の 16 第１項の規定による届出を

要しないものとされた土砂等については、前項の報告書に、第 51 条の 10 第３項

第１号の土砂等採取場所証明書を添付しなければならない。 

（水質検査等結果報告） 

第 51 条の 14 条例第 62 条の 21 第２項の規定による報告は、特定埋立て等を開始

した日から１年ごとに、当該期間満了後３週間以内（条例第 62 条の 25 第１項若

しくは第２項の規定による届出をした場合又は当該届出を当該期間満了後３月以

内にする場合にあっては、知事が別に定める日まで）に、水質検査等結果報告書

（第 18 号様式の 10）により行わなければならない。 

２ 前項の報告書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

 (１) 水質検査又は土壌検査のために採取した試料ごとの検査試料採取調書（第

18 号様式の３） 

 (２) 水質検査又は土壌検査の試料を採取した地点の位置図及び現場写真 

 (３) 水質検査又は土壌検査の結果を証する書類（環境計量士が発行したものに

限る。） 

 (４) その他知事が必要と認める書類 

  解説 

ア 特定埋立て等施行状況報告書 

 記載事項は、表 4-13 のとおりです。 

 特定埋立て等が一時堆積である場合は、「外部搬出土砂等」の欄に、特定埋

立て等に供する埋立て等区域の外部へ搬出した土砂等の量を頭書に△の記号

を付して記載し、これを搬入量の合計から減じた量を合計の欄に記載してく

ださい。 

 添付書類は、表 4-14 のとおりです。 

 報告期限は、以下のとおりです。 

 特定埋立て等を開始した日から１年を経過するごとに、当該期間満了後３

週間以内 

 条例第 62 条の 25 第１項若しくは第２項の規定による届出をした場合又は

当該届出を当該期間満了後３月以内にする場合にあっては、知事が別に定

める日まで 

 

表 4-13 特定埋立て等施行状況報告書の記載事項 

記載事項 備考 

特定埋立て等に供する埋立て等区域の位置  

特定埋立て等に供する埋立て等区域の面積 届出面積と実施済面積を記載してください。 

特定埋立て等に使用した土砂等の量 届出量、前回報告までの搬入量の累計、今回報告

に係る搬入量及び今回報告までの搬入量の累計を

記載してください。 
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表 4-14 特定埋立て等施行状況報告書の添付書類 

添付書類 備考 

土砂等管理台帳の写し 県外土砂等を使用しない場合は不要です。 

 

イ 水質検査等結果報告書 

 記載事項は、表 4-15 のとおりです。 

 添付書類は、表 4-16 のとおりです。 

 報告期限は、以下のとおりです。 

 特定埋立て等を開始した日から１年を経過するごとに、当該期間満了後３

週間以内 

 条例第 62 条の 25 第１項若しくは第２項の規定による届出をした場合又は

当該届出を当該期間満了後３月以内にする場合にあっては、知事が別に定

める日まで 

 

表 4-15 水質検査等結果報告書の記載事項 

記載事項 備考 

特定埋立て等に供する埋立て等区域の位置  

検査の区分  

検査試料採取者  

検査試料採取年月日  

検査結果  

検査の結果を証する書類に記載された発行

番号等 

 

 

表 4-16 水質検査等結果報告書の添付書類 

添付書類 備考 

水質検査又は土壌検査のために採取した試料

ごとの検査試料採取調書 

 

水質検査又は土壌検査の試料を採取した地点

の位置図及び現場写真 

 

今回の報告に係る期間 特定埋立て等開始日から１年ごとの期間を記載し

てください。 

土砂等の採取場所・工事名等及び搬入量  

外部搬出土砂等の量 特定埋立て等に供する埋立て等区域の外部へ搬出

した土砂等の量を頭書に△の記号を付して記載

し、これを搬入量の合計から減じた量を合計の欄

に記載してください。 
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水質検査又は土壌検査の結果を証する書類

（環境計量士が発行したものに限る。） 

環境計量士が３月以内に発行したものを添付し

てください。 

その他知事が必要と認める書類  

 

 関係書類等の縦覧 

【条例】 

（関係書類等の縦覧） 

第 62 条の 22 第 62 条の８第１項、第 62 条の９第１項本文又は第 62 条の 13 第１

項の規定による届出をした者は、その届出に係る特定埋立て等を行っている間、

当該特定埋立て等に関しこの条例の規定により知事に提出した書類の写し及び第

62 条の 20 の土砂等管理台帳（次条において「関係書類等」という。）を、当該特

定埋立て等に供する埋立て等区域内又はその付近において縦覧に供しなければな

らない。 

 

【規則】 

（関係書類等の縦覧の省略） 

第 51 条の 16 県外土砂等を使用しない特定埋立て等については、条例第 62 条の 22

の規定による関係書類等の縦覧は要しないものとする。 

  解説 

 「特定埋立て等に供する埋立て等区域内又はその付近」とは、原則、特定埋立

て等実施届出書に記載した「施工を管理する事務所」をいいます。 

 

 関係書類等の保存 

【条例】 

（関係書類等の保存） 

第 62 条の 23 第 62 条の８第１項、第 62 条の９第１項本文又は第 62 条の 13 第１

項の規定による届出をした者は、規則で定めるところにより、その届出に係る特

定埋立て等について第 62 条の 25 第１項の規定による完了の届出又は同条第２項

の規定による廃止の届出が受理された日から５年間、関係書類等を保存しなけれ

ばならない。 

 

【規則】 

（関係書類等の保存） 

第 51 条の 17 条例第 62 条の 23 の規定による関係書類等の保存は、条例第 62 条の

８第１項、第 62 条の９第１項本文又は第 62 条の 13 第１項の規定による届出を

した者の住所又は所在地において直ちにその内容を確認できる方法により行わな

ければならない。 
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２ 県外土砂等を使用しない特定埋立て等については、条例第 62 条の 23 の規定に

よる関係書類等の保存は要しないものとする。 

  解説 

 関係書類等の保存は、書面の保存に代えて当該書面に係る電磁的記録の保存を

行うことができます（香川県民間事業者等が行う書面の保存等における情報通

信の技術の利用に関する条例第３条第１項、同条例施行規則第３条、別表第２

参照）  

 

 標識の掲示 

【条例】 

（標識の掲示） 

第 62 条の 24 第 62 条の８第１項、第 62 条の９第１項本文又は第 62 条の 13 第１

項の規定による届出をした者は、その届出に係る特定埋立て等を行っている間、

当該特定埋立て等に供する埋立て等区域の境界付近の公衆の見やすい場所に、規

則で定める標識を掲示しなければならない。 

 

【規則】 

（標識） 

第 51 条の 18 条例第 62 条の 24 の規則で定める標識は、特定埋立て等に関する標

識（第 18 号様式の 11）によらなければならない。 

  解説 

 記載事項は表 4-17 のとおりです。 

 標識のレイアウトは図 4-5 のとおりです。 

 特定埋立て等に供する埋立て等区域の境界付近の公衆の見やすい場所に設置し

てください。 

 特定埋立て等を行う期間中、風雨等に耐え得る構造としてください。 

 

表 4-17 標識の記載事項 

記載事項 備考 

特定埋立て等実施届出日  

特定埋立て等完了後の土地の利用目的  

特定埋立て等に供する埋立て等区域の位置  

特定埋立て等に供する埋立て等区域の面積  

特定埋立て等を行う期間  

届出者（住所、氏名、電話番号） 法人の場合は、主たる事務所の所在地、名称及び

代表者の氏名並びに電話番号を記載してくださ

い。 
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特定埋立て等に供する埋立て等区域の見取

り図 

現在位置、周辺の道路等を併せて表示してくださ

い。 

 

図 4-5 標識のレイアウト 

 

 

 

7. 特定埋立て等の完了時等に必要な手続 

【条例】 

（完了等の届出） 

第 62 条の 25 第 62 条の８第１項、第 62 条の９第１項本文又は第 62 条の 13 第１

項の規定による届出をした者は、その届出に係る特定埋立て等を完了したとき

は、当該完了の日から 10 日以内に、規則で定めるところにより、その旨を知事

に届け出なければならない。 

２ 第 62 条の８第１項、第 62 条の９第１項本文又は第 62 条の 13 第１項の規定に

よる届出をした者は、その届出に係る特定埋立て等を休止し、又は廃止しようと

  

特定埋立て等に関する標識 

 

特 定 埋 立 て 等 実 施 

届 出 日 
年 月 日 特定埋立て等に供する埋立て等区域の

見取り図 

特定埋立て等完了後の 

土 地 の 利 用 目 的 
 

特定埋立て等に供する 

埋立て等区域の位置 
 

特定埋立て等に供する 

埋立て等区域の面積 
 

特 定 埋 立 て 等 を 

行 う 期 間 

開始 年 月 日   
完了 年 月 日 

届 出 者 

住 所 

氏 名 

電 話 番 号 

   

      

  

90センチメートル程度 
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するときは、規則で定めるところにより、その旨を知事に届け出なければならな

い。 

３ 前項の規定により休止の届出をした者は、その届出に係る特定埋立て等を再開

したときは、当該再開の日から５日以内に、規則で定めるところにより、その旨

を知事に届け出なければならない。 

 

【規則】 

（完了等の届出） 

第 51 条の 19 条例第 62 条の 25 第１項の規定による届出は、特定埋立て等完了届

出書（第 18 号様式の 12）により行わなければならない。 

２ 条例第 62 条の 25 第２項の規定による届出は、特定埋立て等休止（廃止）届出

書（第 18 号様式の 13）により行わなければならない。 

３ 前項の届出書には、特定埋立て等に供する埋立て等区域において休止又は廃止

のために講じた措置の内容を確認できる計画書、図面その他の書類を添付しなけ

ればならない。 

４ 条例第 62 条の 25 第３項の規定による届出は、特定埋立て等再開届出書（第 18

号様式の 14）により行わなければならない。 

  解説 

 特定埋立て等完了の届出 

 記載事項は、表 4-18 のとおりです。 

 添付書類は、表 4-19 のとおりです。「特定埋立て等施行状況報告」と「水質

検査等結果」の報告が必要になります。こちらにつきましては、完了届出後、

後日県から通知される提出期限までの提出をお願いします。なお、水質検査に

用いる検査試料については、県職員立会いのもと採水していただきます。 

 届出期限は、完了の日から 10 日以内です。 

 

表 4-18 特定埋立て等完了届出書の記載事項 

記載事項 備考 

特定埋立て等に供する埋立て等区域の位置  

特定埋立て等の開始年月日  

特定埋立て等の完了年月日  

 

表 4-19 特定埋立て等完了届出書の添付書類 

添付書類 備考 

特定埋立て等施行状況報告書 添付書類は表 4-14 のとおり 

水質検査等結果報告書 添付書類は表 4-16 のとおり 
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 特定埋立て等休止（廃止）の届出 

 記載事項は、表 4-20 のとおりです。 

 添付書類は、表 4-21 のとおりです。「特定埋立て等施行状況報告」と「水質

検査等結果」の報告が必要になります。こちらにつきましては、休止（廃止）

届出後、後日県から通知される提出期限までの提出をお願いします。なお、水

質検査に用いる検査試料については、県職員立会いのもと採水していただきま

す。 

 休止（廃止）をする前に提出してください。 

 休止期間中は、休止した日から１年を経過するごとに、当該期間満了後３週間

以内に、条例第 62 条の 21（定期報告等）に規定する報告を行ってください。 

 

表 4-20 特定埋立て等休止（廃止）届出書の記載事項 

記載事項 備考 

特定埋立て等に供する埋立て等区域の位置  

特定埋立て等を行う期間  

届出の区分  

休止（廃止）予定年月日  

休止（廃止）の理由  

特定埋立て等に供する埋立て等区域におい

て休止（廃止）のために講じた措置の概要 

 

再開予定年月日（休止の場合）  

 

表 4-21 特定埋立て等休止（廃止）届出書の添付書類 

添付書類 備考 

特定埋立て等に供する埋立て等区域におい

て休止又は廃止のために講じた措置の内容

を確認できる計画書、図面その他の書類 

 

特定埋立て等施行状況報告書 添付書類は表 4-14 のとおり 

水質検査等結果報告書 添付書類は表 4-16 のとおり 

 

 特定埋立て等再開の届出 

 記載事項は、表 4-22 のとおりです。 

 特定埋立て等を再開した日から５日以内に再開の届出を行ってください。 

 

表 4-22 特定埋立て等再開届出書の記載事項 

記載事項 備考 

特定埋立て等に供する埋立て等区域の位置  

特定埋立て等の再開年月日  
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特定埋立て等の完了予定年月日  

 

 特定埋立て等承継の届出 

【条例】 

（承継） 

第 62 条の 26 第 62 条の８第１項、第 62 条の９第１項本文又は第 62 条の 13 第１

項の規定による届出をした者について相続、合併又は分割（その届出に係る特定

埋立て等の事業の全部を承継させるものに限る。）があったときは、相続人（相

続人が２人以上ある場合において、その全員の同意により承継すべき相続人を選

定したときは、その者）、合併後存続する法人若しくは合併により設立した法人

又は分割により当該事業の全部を承継した法人は、当該届出をした者の地位を承

継する。 

２ 前項の規定により第 62 条の８第１項、第 62 条の９第１項本文又は第 62 条の

13 第１項の規定による届出をした者の地位を承継した者は、その承継があった日

から 30 日以内に、規則で定めるところにより、その旨を知事に届け出るととも

に、当該承継に係る特定埋立て等に供する埋立て等区域の土地の所有者等に通知

しなければならない。 

 

【規則】 

（承継の届出） 

第 51 条の 20 条例第 62 条の 26 第２項の規定による届出は、特定埋立て等承継届

出書（第 18 号様式の 15）により行わなければならない。 

２ 前項の届出書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

 (１) 承継した事実を証する書類 

 (２) 承継した者が法人である場合にあっては、その法人の登記事項証明書 

 (３) 承継した者が個人である場合にあっては、その個人の住民票の写し若しく

は個人番号カードの写し又はこれらに類するものであって氏名及び住所を証す

る書類 

 (４) その他知事が必要と認める書類 

  解説 

 記載事項は、表 4-23 のとおりです。 

 添付書類は、表 4-24 のとおりです。 

 地位の承継があった日から 30 日以内に承継の届出を行ってください。 

 第 62 条の８第１項、第 62 条の９第１項本文又は第 62 条の 13 第１項の規定に

よる届出をした者から特定埋立て等に供する埋立て等区域内の土地を購入した

者や事業を譲り受けた者は、条例第 62 条の 26 第１項の「地位を承継」した者

に該当しないため、それらの者が当該区域内で特定埋立て等を行う場合は、新

たに特定埋立て等の実施の届出が必要です。 
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表 4-23 特定埋立て等承継届出書の記載事項 

記載事項 備考 

特定埋立て等に供する埋立て等区域の位置  

被承継者の住所及び氏名（所在地、名称及

び代表者の氏名） 

 

承継年月日  

承継の原因  

 

表 4-24 特定埋立て等承継届出書の添付書類 

添付書類 備考 

承継した事実を証する書類  

承継した者が法人である場合にあっては、

その法人の登記事項証明書 

 

承継した者が個人である場合にあっては、

その個人の住民票の写し若しくは個人番号

カードの写し又はこれらに類するものであ

って氏名及び住所を証する書類（ただし、

個人番号の記載のないものに限る） 

 

その他知事が必要と認める書類  
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第5  届出書等記載例 

 次頁以降に届出書等の記載例を掲載しています。 

 記載している注意事項を確認しながら、届出書等の作成を行ってください。 

 記入すべき項目が記入されていない場合や内容が誤っている場合には受理できません。 

 不明な点、疑問点はそのままにせず届出前に確認を行ってから届出を行ってください。 
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第6  報告の徴収・立入検査等・措置命令等・罰則 

1. 報告の徴収 

【条例】 

（報告の徴収） 

第 125 条 知事は、この条例の施行に必要な限度において、次に掲げる者に対し、

必要な事項の報告を求めることができる。 

(１)～(５) 略 

(５)の２ 土砂等による埋立て等を行い、又は行った者 

(５)の３ 埋立て等に使用され、又は使用された土砂等を排出し、又は排出した者 

(５)の４ 埋立て等に使用され、又は使用された土砂等を運搬し、又は運搬した者 

(５)の５ 土砂等による埋立て等の用に供するために土地を提供し、又は提供した

者 

(６)～(17) 略 

  解説 

 「埋立て等に使用され、又は使用された土砂等」には、埋立て等に使用される

前の土砂等も含みます。 

 

2. 立入検査等 

【条例】 

（立入検査等） 

第 126 条 知事は、この条例の施行に必要な限度において、その職員に、次に掲げ

る場所に立ち入り、施設、帳簿、書類その他の物件を検査させ、関係者に質問さ

せ、又は試験の用に供するのに必要な限度において土砂等（第５号の３及び第５

号の４に掲げる場所の土砂等に限る。）を無償で収去させることができる。 

(１)～(５) 略 

(５)の２ 土砂等による埋立て等を行い、又は行った者の事務所又は事業所 

(５)の３ 埋立て等区域 

(５)の４ 埋立て等に使用され、又は使用された土砂等の採取場所 

(６)～(10) 略 

２・３ 略 

  解説 

 「埋立て等に使用され、又は使用された土砂等」には、埋立て等に使用される

前の土砂等も含みます。 

 届出者による検査だけでなく、県においても埋立て等に使用され、又は使用さ

れた土砂が土壌基準に適しているか等の理由で検査を行うことがあるため、必

要な限度において土砂等を無償で収去することがあります。 
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3. 措置命令等 

 措置命令 

【条例】 

（措置命令等） 

第 62 条の 27 知事は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、特定埋立

て等を行い、又は行った者に対し、直ちに当該特定埋立て等を停止し、又は期限

を定めて、当該特定埋立て等に使用された土砂等の全部若しくは一部を撤去し、

若しくは土壌の汚染を防止し、若しくは除去するために必要な措置をとるべきこ

とを命ずることができる。 

 (１) 第 62 条の８第１項、第 62 条の９第１項本文、第 62 条の 13 第１項又は第

62 条の 16 第１項若しくは第３項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出を

して特定埋立て等が行われ、又は土砂等が搬入されたとき。 

 (２) 第 62 条の 15 第１項又は第 62 条の 18 第１項の規定に違反して特定埋立て

等が行われ、又は土砂等が搬入されたとき。 

 (３) 第 62 条の 21 各項の規定による報告がされず、又は虚偽の報告がされたと

き。 

 (４) 特定埋立て等に供する埋立て等区域内の浸透水が水質基準に適合していな

いとき。 

 (５) 特定埋立て等に供する埋立て等区域内の土壌が土砂基準に適合していない

とき。 

 (６) 特定埋立て等が特定埋立て等実施基準に適合していないとき。 

 (７) 前各号に掲げるもののほか、土壌の汚染を防止するために緊急の必要があ

るとき。 

２ 第 14 条第３項の規定は、前項の規定による命令について準用する。 

  解説 

 条例に規定する各種手続を行わずに特定埋立て等を実施した場合や各種基準に

適合しない場合には、措置命令等を受けることがあります。 

 措置命令等を受けた場合は、直ちにその命令に従い必要な措置等を講じなけれ

ばなりません。 

 

 土地所有者等に対する勧告及び公表 

【条例】 

（土地の所有者等に対する勧告及び公表） 

第 62 条の 29 知事は、特定埋立て等に供する埋立て等区域において、土壌の汚染

が発生し、又は発生するおそれがあると認めるときは、当該埋立て等区域の土地

の所有者等に対し、土壌の汚染を防止するために必要な措置をとるべきことを勧

告することができる。 
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２ 知事は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受けた者が正

当な理由なくその勧告に従わないときは、その旨を公表することができる。この

場合において、知事は、あらかじめ、その者に対し、意見を述べる機会を与えな

ければならない。 

３ 前条第２項の規定は、前項の公表について準用する。 

  解説 

 単に土地を提供している場合であっても、当該土地において土壌の汚染が発生

し、又は発生する恐れがある場合、土壌汚染防止のために必要な措置をとるよ

う勧告を受けることがあります。 

 勧告を受けた場合は、土壌汚染防止のため必要な措置をとるようご協力くださ

い。 

 正当な理由なく勧告に従わない場合は、意見聴取の上、その旨を公表する場合

があります。 

 

4. 罰則 

【条例】 

第 132 条 次の各号のいずれかに該当する者は、１年以下の懲役又は 50 万円以下の

罰金に処する。 

 (１) 第９条、第 14 条第１項、第 28 条、第 31 条第１項、第 51 条第４項、第 62

条の７第２項、第 62 条の 14、第 62 条の 17、第 62 条の 27 第１項又は第 86 条第

２項の規定による命令に違反した者 

 (２) 第 62 条の８第１項、第 62 条の９第１項本文、第 62 条の 13 第１項又は第

62 条の 16 第１項若しくは第３項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をし

た者 

 

第 133 条～第 135 条 略 

 

第 136 条 次の各号のいずれかに該当する者は、30 万円以下の罰金に処する。 

 (１) 第 62 条の 20 の規定による土砂等管理台帳を作成せず、又はこれに記載すべ

き事項を記載せず、若しくは虚偽の記載をした者 

 (２) 第 62 条の 21 各項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者 

(３) 第 81 条第１項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

 

第 137 条 次の各号のいずれかに該当する者は、10 万円以下の罰金に処する。 

(１) 第７条第１項、第 18 条第１項若しくは第３項、第 19 条第１項、第 26 条、第

62 条の 13 第３項、第 62 条の 25 各項、第 62 条の 26 第２項、第 82 条第１項又は

第 83 条第１項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 
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(２) 第 10 条第１項、第 29 条第１項、第 62 条の 15 第１項、第 62 条の 18 第１項

又は第 62 条の 23 の規定に違反した者 

 

第 138 条 略 

 

第 139 条 次の各号のいずれかに該当する者は、３万円以下の罰金に処する。 

(１)・(２) 略 

(３) 第 126 条第１項の規定による検査若しくは収去を拒み、妨げ、若しくは忌避

し、又は質問に対して陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をした者 

 

第 140 条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、

その法人又は人の業務に関し、第 132 条から前条までの違反行為をしたときは、

行為者を罰するほか、その法人又は人に対して各本条の罰金刑を科する。 

  解説 

 表 6-1 のとおりです。 

 

   表 6-1 罰則 

違反事項 罰則 

命令違反  埋立て等に使用され、又は使用された土砂等が土

砂基準に適合しない場合の当該埋立て等に使用さ

れた土砂等の全部若しくは一部を撤去し、若しく

は土壌の汚染を防止し、若しくは除去するために

必要な措置の命令に違反した場合 

 特定埋立て等の実施の届出が特定埋立て等実施基

準に適合しない場合の当該特定埋立て等に関する

計画の変更又は廃止の命令に違反した場合 

 土砂等の搬入の届出が土砂基準に適合しない場合

の当該土砂等の搬入に関する計画の変更又は廃止

の命令に違反した場合 

 条例第 62 の 27 第１項各号に該当する場合の当該

特定埋立て等を停止し、又は期限を定めて、当該

特定埋立て等に使用された土砂等の全部若しくは

一部を撤去し、若しくは土壌の汚染を防止し、若

しくは除去するために必要な措置の命令に違反し

た場合 

１年以下の拘

禁刑又は 50 万

円以下の罰金 

無（虚

偽）届出 

 次の届出をせず、又は虚偽の届出をした場合 

 特定埋立て等の実施の届出 

 特定埋立て等の変更の届出 
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 土砂等の搬入の届出 

 土砂等の搬入の変更の届出 

土砂等管

理台帳不

（虚偽）

作成 

 土砂等管理台帳を作成せず、又はこれに記載すべ

き事項を記載せず、若しくは虚偽の記載をした場

合 

30 万円以下の

罰金 

無（虚

偽）報告 

 特定埋立て等施行状況の報告をせず、又は虚偽の

報告をした場合 

 水質検査等結果の報告をせず、又は虚偽の報告を

した場合 

軽微な届

出違反 

 特定埋立て等の軽微な変更の届出をせず、又は虚

偽の届出をした場合 

 次の届出をせず、又は虚偽の届出をした場合 

 特定埋立て等の完了の届出 

 特定埋立て等の休止（廃止）の届出 

 特定埋立て等の再開の届出 

 特定埋立て等承継の届出 

10 万円以下の

罰金 

実施（搬

入）の制

限違反 

 特定埋立て等の実施の届出が受理されてから 60

日（県内土砂は 30 日）を経過する前に当該届出

に係る特定埋立て等を行った場合 

 土砂等の搬入の届出が受理されてから 60 日を経

過する前に当該届出に係る土砂等を搬入した場合 

関係書類

保存違反 

 知事に提出した関係書類等を保存しなかった場合 

報告徴収

又は立入

検査拒否

（虚偽） 

 知事による報告の徴収に対して報告をせず、又は

虚偽の報告をした場合 

 知事による検査若しくは収去を拒み、妨げ、若し

くは忌避し、又は質問に対して陳述をせず、若し

くは虚偽の陳述をした場合 

３万円以下の

罰金 
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第7  条例に関する Q＆A 

表 7-1 条例に関する Q＆A 

埋立て等区域の面積が 3,000 平方メートル以上で

ある場合、必ず届出をしなければならないのか？ 

条例 62 条の８第２項に規定する特定埋立て等に

ついては届出をする必要はありません。 

（例） 

・みどり条例第 16条第１項の規定による協議を

要しない土地開発行為である特定埋立て等 

・土地の通常の管理のために必要な特定埋立て等 

※いずれも、県外土砂等を使用する場合は届出が

必要になります。 

届出に手数料は必要か？ 全ての手続について、手数料は不要です。 

届出はどこにすればいいのか？ 県環境森林部みどり保全課 調整・指導グループ

に届出してください。 

埋立て等の実施の届出をすれば、すぐに特定埋立

て等を行ってもいいのか？ 

原則、届出が受理されてから 60 日（県外土砂等

を使用しない場合は 30日）を経過した後でなけ

れば、特定埋立て等は行えません。 

県内土砂等のみを使用する場合は、土砂等の搬入

の届出をする必要はないのか？ 

必要ありません。土砂等の搬入の届出は県外土砂

等を使用する場合に提出する必要があります。 

条例の施行日前までに既に特定埋立て等を行って

いるが、どうしたらいいのか？ 

経過措置期間内（10 月１日～10 月 30 日）に特定

埋立て等を完了・廃止する場合は手続不要です。 

10 月 31 日以降も継続して特定埋立て等を行う場

合は、令和 7年 10月 30 日までに特定埋立て等の

実施の届出が必要になります。 

土壌や水質の検査はどこで行ってもいいのか？ 検査は、計量法に基づき登録のある検査機関（民

間機関を含む）で検査してください。 

県外の事業者についても、条例の対象になるの

か？ 

県外の事業者であっても条例の対象になります。 

完了時には県の検査があるのか？ 完了時においては、水質検査の結果報告をするこ

とになっていますが、当該検査に供する試料につ

いては、県職員立会いのもとで採水していただく

ことになります。 
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第8  条例・規則・その他様式等 

1. 香川県生活環境の保全に関する条例抜粋（P82）                              

2. 香川県生活環境の保全に関する条例施行規則抜粋（P92）                              

3. その他様式等（P101） 
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1. 香川県生活環境の保全に関する条例抜粋 

（定義） 

第２条 略 

２～９ 略 

10 この条例において「土砂等」とは、土砂及びこれに混入し、又は吸着した物（廃棄物

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号）第２条第１項に規定する

廃棄物をいう。以下同じ。）を除く。）をいう。 

11 この条例において「埋立て等」とは、土地の埋立て、盛土その他の土地への堆積をす

る行為（生活環境の保全上必要な措置が図られているものその他の規則で定める行為を除

く。）をいう。 

12 この条例において「埋立て等区域」とは、土砂等による埋立て等に供する土地の区域

（当該埋立て等が一団の土地の区域において行われる場合にあっては、当該一団の土地の

区域）をいう。 

13 この条例において「特定埋立て等」とは、埋立て等区域以外の場所から採取された土

砂等を使用して行う埋立て等であって、当該埋立て等区域の面積が 3,000 平方メートル以

上であるものをいう。 

14～21 略 

 

（土砂基準） 

第 62 条の２ 土砂基準は、埋立て等に使用される土砂等の汚染状態について、人の健康を  

 保護し、及び生活環境を保全する上で維持することが必要なものとして規則で定める。 

 

（土砂等による埋立て等を行う者の責務） 

第 62 条の３ 土砂等による埋立て等を行う者は、その実施に当たっては、当該埋立て等に 

 供する埋立て等区域の周辺地域の住民の理解を得るよう努めなければならない。 

２ 土砂等による埋立て等を行う者は、土壌の汚染（土砂基準に適合しない土砂等が埋立 

 て等に使用されたことにより、土壌が汚染された状態をいう。以下同じ。）を未然に防止  

 するために必要な措置を講じなければならない。 

 

（土砂等を発生させる者の責務） 

第 62 条の４ 土砂等を発生させる者は、埋立て等に使用される土砂等を排出しようとする 

 ときは、当該土砂等の汚染の状況を確認し、埋立て等により土壌の汚染が発生するおそ  

 れのある土砂等を排出することのないよう努めなければならない。 

 

（土砂等の運搬を行う者の責務） 

第 62 条の５ 土砂等の運搬を行う者は、埋立て等に使用される土砂等を運搬しようとする 

 ときは、当該土砂等の汚染の状況を確認し、埋立て等により土壌の汚染が発生するおそ 
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 れのある土砂等を運搬することのないよう努めなければならない。 

 

（土地の所有者等の責務） 

第 62 条の６ 土地の所有者等は、土砂等による埋立て等の用に供するために土地を提供し 

 ようとするときは、当該埋立て等により土壌の汚染が発生するおそれがないことを確認 

 するよう努めなければならない。 

２ 土地の所有者等は、提供した土地において土砂等による埋立て等が不適正に行われて 

 いることを知ったときは、速やかに県への通報その他必要な措置を講じなければならな 

 い。 

 

（土砂基準に適合しない土砂等による埋立て等の禁止等） 

第 62 条の７ 何人も、土砂基準に適合しない土砂等を使用して埋立て等を行い、又は土砂 

 基準に適合しない土砂等を使用して行う埋立て等の用に供するために土地を提供しては 

 ならない。 

２ 知事は、埋立て等に使用され、又は使用された土砂等が土砂基準に適合しないと認め 

 るときは、当該埋立て等を行い、又は行った者に対し、直ちに当該埋立て等を停止し、  

 又は期限を定めて、当該埋立て等に使用された土砂等の全部若しくは一部を撤去し、若 

 しくは土壌の汚染を防止し、若しくは除去するために必要な措置をとるべきことを命ず 

 ることができる。 

 

     第２款 特定埋立て等に関する規制 

 

（特定埋立て等の実施の届出） 

第 62 条の８ 特定埋立て等を行おうとする者は、規則で定めるところにより、次の事項を 

 知事に届け出なければならない。 

 (１) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 (２) 特定埋立て等に供する埋立て等区域の位置 

 (３) 特定埋立て等に供する埋立て等区域の面積 

 (４) 特定埋立て等に使用する土砂等の量 

 (５) 特定埋立て等を行う期間 

 (６) 特定埋立て等に供する埋立て等区域の表土の汚染状態 

 (７) 埋立て等区域内の浸透水を採取するための措置 

 (８) 特定埋立て等完了後の土地の形状 

 (９) 特定埋立て等完了後の土地の利用目的 

 (10) 施工を管理する事務所の所在地及び連絡先 

 (11) 施工を管理する者の職名及び氏名 

 (12) 関係市町の範囲 

 (13) その他規則で定める事項 
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２ 前項の規定は、次に掲げる特定埋立て等には適用しない。 

 (１) 国、地方公共団体その他公共団体又は公共的団体で規則で定めるものが行う特定  

   埋立て等 

 (２) 非常災害のため必要な応急措置として行う特定埋立て等 

 (３) 軽易な特定埋立て等で規則で定めるもの 

３ 第１項の規定による届出には、特定埋立て等に供する埋立て等区域の土地の位置図そ 

 の他の規則で定める書類を添付しなければならない。 

 

（経過措置） 

第 62 条の９ 一の埋立て等が特定埋立て等となった際現にその埋立て等を行っている者 

 は、当該埋立て等が特定埋立て等になった日から 30 日以内に、規則で定めるところによ  

 り、前条第１項各号に掲げる事項を知事に届け出なければならない。ただし、当該期間 

 内に当該埋立て等を完了したときは、この限りでない。 

２ 前条第２項及び第３項の規定は、前項本文の規定による届出について準用する。 

 

（利害関係人の同意） 

第 62 条の 10 第 62 条の８第１項又は前条第１項本文の規定による届出をしようとする者 

 は、あらかじめ、その届出に係る特定埋立て等に供する埋立て等区域の土地について所  

 有権、地上権、質権、賃借権、使用貸借による権利若しくはその他の使用及び収益を目  

 的とする権利を有する者又は利害関係を有する者で規則で定めるものに対し、当該特定 

 埋立て等の内容を説明し、その全員の同意を得なければならない。 

 

（住民への周知） 

第 62 条の 11 第 62 条の８第１項又は第 62 条の９第１項本文の規定による届出をしよう 

 とする者は、あらかじめ、その届出に係る特定埋立て等に供する埋立て等区域の周辺地 

 域の住民に対し、説明会の開催その他の当該特定埋立て等の内容を周知させるため必要 

 なものとして規則で定める措置を講じなければならない。 

 

（関係市町長への説明） 

第 62 条の 12 第 62 条の８第１項又は第 62 条の９第１項本文の規定による届出をしよう 

 とする者は、あらかじめ、関係市町の長に対し、その届出に係る特定埋立て等の内容を 

 説明しなければならない。 

 

（特定埋立て等の変更の届出） 

第 62 条の 13 第 62 条の８第１項又は第 62 条の９第１項本文の規定による届出をした者 

 は、その届出に係る事項の変更（軽微な変更その他の規則で定める変更を除く。）をしよ 

 うとするときは、規則で定めるところにより、その旨を知事に届け出なければならな 

 い。 
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２ 第 62 条の８第３項の規定は前項の規定による届出について、第 62 条の 10 から前条ま 

 での規定は前項の規定による届出をする者について、それぞれ準用する。 

３ 第 62 条の８第１項又は第 62 条の９第１項本文の規定による届出をした者は、第１項 

 の規則で定める変更をしたときは、その日から 30 日以内に、規則で定めるところによ 

 り、規則で定める書類を添付して、その旨を知事に届け出なければならない。 

 

（実施の計画の変更命令） 

第 62 条の 14 知事は、第 62 条の８第１項又は前条第１項の規定による届出があった場合 

 において、その届出に係る特定埋立て等に供する埋立て等区域の表土が土砂基準に適合 

 することその他の規則で定める基準（第 62 条の 27 第１項第６号において「特定埋立て 

 等実施基準」という。）に適合しないと認めるときは、次条第１項に規定する期間内に限 

 り、その届出をした者に対し、当該特定埋立て等に関する計画の変更又は廃止を命ずる 

 ことができる。 

 

（実施の制限） 

第 62 条の 15 第 62 条の８第１項又は第 62 条の 13 第１項の規定による届出をした者は、 

 その届出が受理された日から 60 日（規則で定める場合にあっては、規則で定める日数） 

 を経過した後でなければ、その届出に係る特定埋立て等を行ってはならない。 

２ 知事は、第 62 条の８第１項又は第 62 条の 13 第１項の規定による届出に係る事項の内 

 容が相当であると認めるときは、前項に規定する期間を短縮することができる。 

 

（土砂等の搬入の届出） 

第 62 条の 16 第 62 条の８第１項、第 62 条の９第１項本文又は第 62 条の 13 第１項の規 

 定による届出をした者は、その届出に係る特定埋立て等に供する埋立て等区域に土砂等 

 を搬入しようとするときは、当該土砂等の採取場所ごとに、規則で定めるところによ 

 り、次の事項を知事に届け出なければならない。 

 (１) 土砂等の採取場所 

 (２) 搬入しようとする土砂等の量 

 (３) 搬入を行う期間 

 (４) 搬入を行う者 

 (５) 搬入方法 

 (６) 搬入経路 

２ 前項の規定による届出には、規則で定めるところにより、土砂等の採取場所及び当該 

 土砂等が土砂基準に適合していることを証する書類を添付しなければならない。 

３ 第１項の規定による届出をした者は、その届出に係る事項の変更をしようとするとき 

 は、規則で定めるところにより、その旨を知事に届け出なければならない。 

４ 第２項の規定は、前項の規定による届出について準用する。 
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（搬入の計画の変更命令） 

第 62 条の 17 知事は、前条第１項又は第３項の規定による届出があった場合において、 

 その届出に係る土砂等が土砂基準に適合しないと認めるときは、次条第１項に規定する 

 期間内に限り、その届出をした者に対し、当該土砂等の搬入に関する計画の変更又は廃 

 止を命ずることができる。 

 

（搬入の制限） 

第 62 条の 18 第 62 条の 16 第１項又は第３項の規定による届出をした者は、その届出が 

 受理された日から 60 日（規則で定める場合にあっては、規則で定める日数）を経過した 

 後でなければ、その届出に係る土砂等を搬入してはならない。 

２ 知事は、第 62 条の 16 第１項又は第３項の規定による届出に係る事項の内容が相当で 

 あると認めるときは、前項に規定する期間を短縮することができる。 

 

（展開検査等） 

第 62 条の 19 第 62 条の８第１項、第 62 条の９第１項本文又は第 62 条の 13 第１項の規 

 定による届出をした者は、その届出に係る特定埋立て等に供する埋立て等区域に搬入し 

 た土砂等を当該特定埋立て等に使用しようとするときは、当該土砂等の展開その他の適 

 切な方法により、当該土砂等への廃棄物その他の生活環境の保全上支障のおそれがある 

 物（次項において「廃棄物等」という。）の混入又は吸着の有無について目視による検査 

 を行わなければならない。 

２ 前項の規定による検査の結果、土砂等に廃棄物等の混入又は吸着が確認されたとき 

 は、第 62 条の８第１項、第 62 条の９第１項本文又は第 62 条の 13 第１項の規定による 

 届出をした者は、その届出に係る特定埋立て等に当該土砂等を使用してはならない。 

 

（土砂等管理台帳の作成） 

第 62 条の 20 第 62 条の８第１項、第 62 条の９第１項本文又は第 62 条の 13 第１項の規 

 定による届出をした者は、その届出に係る特定埋立て等に使用した土砂等について、当 

 該土砂等の採取場所ごとに、規則で定めるところにより、土砂等管理台帳を作成しなけ 

 ればならない。 

 

（定期報告等） 

第 62 条の 21 第 62 条の８第１項、第 62 条の９第１項本文又は第 62 条の 13 第１項の規 

 定による届出をした者は、規則で定めるところにより、定期的に、前条の土砂等管理台 

 帳の写しを添付して、その届出に係る特定埋立て等に使用した土砂等の量を知事に報告 

 しなければならない。 

２ 第 62 条の８第１項、第 62 条の９第１項本文又は第 62 条の 13 第１項の規定による届 

 出をした者は、規則で定めるところにより、定期的に、その届出に係る特定埋立て等に 

 供する埋立て等区域以外の地域へ流出する水について水質検査を行い、その結果を知事 
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 に報告しなければならない。ただし、気象条件その他のやむを得ない事由により当該水 

 質検査を行うことができないと知事が認めたときは、当該埋立て等区域内の土壌検査を 

 行うことによって、当該水質検査に代えることができる。 

３ 第 62 条の８第１項、第 62 条の９第１項本文又は第 62 条の 13 第１項の規定による届 

 出をした者は、その届出に係る特定埋立て等に供する埋立て等区域内の浸透水が、水質 

 基準（埋立て等区域内の浸透水の汚染状態について、人の健康を保護し、及び生活環境 

 を保全する上で維持することが必要なものとして規則で定める基準をいう。以下同じ。） 

 に適合していないことを確認したとき（前項ただし書の場合にあっては、当該埋立て等 

 区域内の土壌が土砂基準に適合しないことを確認したとき）は、直ちに当該特定埋立て 

 等を停止し、その原因の調査その他当該特定埋立て等により生じ、又は生ずるおそれが 

 あると認める生活環境の保全上の支障を除去するために必要な措置を講じ、その結果を 

 知事に報告しなければならない。 

 

（関係書類等の縦覧） 

第 62 条の 22 第 62 条の８第１項、第 62 条の９第１項本文又は第 62 条の 13 第１項の規 

 定による届出をした者は、その届出に係る特定埋立て等を行っている間、当該特定埋立 

 て等に関しこの条例の規定により知事に提出した書類の写し及び第 62 条の 20 の土砂等 

 管理台帳（次条において「関係書類等」という。）を、当該特定埋立て等に供する埋立て 

 等区域内又はその付近において縦覧に供しなければならない。 

 

（関係書類等の保存） 

第 62 条の 23 第 62 条の８第１項、第 62 条の９第１項本文又は第 62 条の 13 第１項の規 

 定による届出をした者は、規則で定めるところにより、その届出に係る特定埋立て等に 

 ついて第 62 条の 25 第１項の規定による完了の届出又は同条第２項の規定による廃止の 

 届出が受理された日から５年間、関係書類等を保存しなければならない。 

 

（標識の掲示） 

第 62 条の 24 第 62 条の８第１項、第 62 条の９第１項本文又は第 62 条の 13 第１項の規 

 定による届出をした者は、その届出に係る特定埋立て等を行っている間、当該特定埋立 

 て等に供する埋立て等区域の境界付近の公衆の見やすい場所に、規則で定める標識を掲 

 示しなければならない。 

 

（完了等の届出） 

第 62 条の 25 第 62 条の８第１項、第 62 条の９第１項本文又は第 62 条の 13 第１項の規 

 定による届出をした者は、その届出に係る特定埋立て等を完了したときは、当該完了の 

 日から 10 日以内に、規則で定めるところにより、その旨を知事に届け出なければならな 

 い。 

２ 第 62 条の８第１項、第 62 条の９第１項本文又は第 62 条の 13 第１項の規定による届 
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 出をした者は、その届出に係る特定埋立て等を休止し、又は廃止しようとするときは、 

 規則で定めるところにより、その旨を知事に届け出なければならない。 

３ 前項の規定により休止の届出をした者は、その届出に係る特定埋立て等を再開したと 

 きは、当該再開の日から５日以内に、規則で定めるところにより、その旨を知事に届け 

 出なければならない。 

 

（承継） 

第 62 条の 26 第 62 条の８第１項、第 62 条の９第１項本文又は第 62 条の 13 第１項の規 

 定による届出をした者について相続、合併又は分割（その届出に係る特定埋立て等の事 

 業の全部を承継させるものに限る。）があったときは、相続人（相続人が２人以上ある場 

 合において、その全員の同意により承継すべき相続人を選定したときは、その者）、合併 

 後存続する法人若しくは合併により設立した法人又は分割により当該事業の全部を承継 

 した法人は、当該届出をした者の地位を承継する。 

２ 前項の規定により第 62 条の８第１項、第 62 条の９第１項本文又は第 62 条の 13 第１ 

 項の規定による届出をした者の地位を承継した者は、その承継があった日から 30 日以内 

 に、規則で定めるところにより、その旨を知事に届け出るとともに、当該承継に係る特 

 定埋立て等に供する埋立て等区域の土地の所有者等に通知しなければならない。 

 

（措置命令等） 

第 62 条の 27 知事は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、特定埋立て等を 

 行い、又は行った者に対し、直ちに当該特定埋立て等を停止し、又は期限を定めて、当 

 該特定埋立て等に使用された土砂等の全部若しくは一部を撤去し、若しくは土壌の汚染 

 を防止し、若しくは除去するために必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

 (１) 第 62 条の８第１項、第 62 条の９第１項本文、第 62 条の 13 第１項又は第 62 条の 

   16 第１項若しくは第３項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をして特定埋立   

   て等が行われ、又は土砂等が搬入されたとき。 

 (２) 第 62 条の 15 第１項又は第 62 条の 18 第１項の規定に違反して特定埋立て等が行 

   われ、又は土砂等が搬入されたとき。 

 (３) 第 62 条の 21 各項の規定による報告がされず、又は虚偽の報告がされたとき。 

 (４) 特定埋立て等に供する埋立て等区域内の浸透水が水質基準に適合していないと 

   き。 

 (５) 特定埋立て等に供する埋立て等区域内の土壌が土砂基準に適合していないとき。 

 (６) 特定埋立て等が特定埋立て等実施基準に適合していないとき。 

 (７) 前各号に掲げるもののほか、土壌の汚染を防止するために緊急の必要があると 

   き。 

２ 第 14 条第３項の規定は、前項の規定による命令について準用する。 
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第 62 条の 28 知事は、前条第１項の規定による命令をしたときは、その旨を公表するこ 

 とができる。この場合において、知事は、あらかじめ、その者に対し、意見を述べる機 

 会を与えなければならない。 

２ 知事は、前項の公表をした場合において、その命令を受けた者が当該命令の内容を履

行したと認めるときは、その旨を公表するものとする。 

 

（土地の所有者等に対する勧告及び公表） 

第 62 条の 29 知事は、特定埋立て等に供する埋立て等区域において、土壌の汚染が発生 

 し、又は発生するおそれがあると認めるときは、当該埋立て等区域の土地の所有者等に 

 対し、土壌の汚染を防止するために必要な措置をとるべきことを勧告することができ 

 る。 

２ 知事は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受けた者が正当な理 

 由なくその勧告に従わないときは、その旨を公表することができる。この場合におい 

 て、知事は、あらかじめ、その者に対し、意見を述べる機会を与えなければならない。 

３ 前条第２項の規定は、前項の公表について準用する。 

 

（報告の徴収） 

第 125 条 知事は、この条例の施行に必要な限度において、次に掲げる者に対し、必要な 

 事項の報告を求めることができる。 

 (１)～(５) 略 

 (５)の２ 土砂等による埋立て等を行い、又は行った者 

 (５)の３ 埋立て等に使用され、又は使用された土砂等を排出し、又は排出した者 

 (５)の４ 埋立て等に使用され、又は使用された土砂等を運搬し、又は運搬した者 

 (５)の５ 土砂等による埋立て等の用に供するために土地を提供し、又は提供した者 

 (６)～(17) 略 

 

（立入検査等） 

第 126 条 知事は、この条例の施行に必要な限度において、その職員に、次に掲げる場所 

 に立ち入り、施設、帳簿、書類その他の物件を検査させ、関係者に質問させ、又は試験  

 の用に供するのに必要な限度において土砂等（第５号の３及び第５号の４に掲げる場所 

 の土砂等に限る。）を無償で収去させることができる。 

 (１)～(５) 略 

 (５)の２ 土砂等による埋立て等を行い、又は行った者の事務所又は事業所 

 (５)の３ 埋立て等区域 

 (５)の４ 埋立て等に使用され、又は使用された土砂等の採取場所 

 (６)～(10) 略 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人 

 に提示しなければならない。 
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３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈して 

 はならない。 

 

（関係行政機関への照会等） 

第 126 条の２ 知事は、この条例の施行のため必要があると認めるときは、関係行政機関  

 に対し、照会し、又は協力を求めることができる。 

 

（香川県環境審議会への諮問） 

第 128 条 知事は、特定施設、土壌汚染関係施設、揚水施設、特定建設作業又はばい煙の 

 排出基準、粉じん発生施設の構造並びに使用及び管理に関する基準、排水基準、水質排  

 水基準、土砂基準、水質基準、騒音の規制基準、特定建設作業に伴って発生する騒音の 

 規 制に関する基準若しくは振動の規制基準を定めようとするときは、香川県環境審議 

 会の意見を聴かなければならない。これらを変更し、又は廃止しようとするときも、同 

 様とする。 

 

（罰則） 

第 132 条 次の各号のいずれかに該当する者は、１年以下の禁錮刑又は 50 万円以下の罰金 

 に処する。 

 (１) 第９条、第 14 条第１項、第 28 条、第 31 条第１項、第 51 条第４項、第 62 条の７

第２項、第 62 条の 14、第 62 条の 17、第 62 条の 27 第１項又は第 86 条第２項の規定によ 

 る命令に違反した者 

 (２) 第 62 条の８第１項、第 62 条の９第１項本文、第 62 条の 13 第１項又は第 62 条の 

   16 第１項若しくは第３項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

第 136 条 次の各号のいずれかに該当する者は、30 万円以下の罰金に処する。 

 (１) 第 62 条の 20 の規定による土砂等管理台帳を作成せず、又はこれに記載すべき事 

   項を記載せず、若しくは虚偽の記載をした者 

 (２) 第 62 条の 21 各項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者 

 (３) 第 81 条第１項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

 

第 137 条 次の各号のいずれかに該当する者は、10 万円以下の罰金に処する。 

 (１) 第７条第１項、第 18 条第１項若しくは第３項、第 19 条第１項、第 26 条、第 62 

   条の 13 第３項、第 62 条の 25 各項、第 62 条の 26 第２項、第 82 条第１項又は第 83 

   条第１項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

 (２) 第 10 条第１項、第 29 条第１項、第 62 条の 15 第１項、第 62 条の 18 第１項又は 

   第 62 条の 23 の規定に違反した者 

第 139 条 次の各号のいずれかに該当する者は、３万円以下の罰金に処する。 

(１)・(２) 略 

 (３) 第 126 条第１項の規定による検査若しくは収去を拒み、妨げ、若しくは忌避し、 
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   又は質問に対して陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をした者 

第 143 条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法 

    人又は人の業務に関し、前２条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、   

    その法人又は人に対して各本条の過料を科する。  
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2. 香川県生活環境の保全に関する条例施行規則抜粋 

（土砂基準） 

第51条の２ 条例第62条の２の土砂基準は、別表第21の２の左欄に掲げる項目の区分に応

じ、それぞれ同表の右欄に掲げるとおりとする。 

 

（特定埋立て等の実施等の届出） 

第51条の３ 条例第62条の８第１項、第62条の９第１項本文又は第62条の13第１項若しく

は第３項の規定による届出は、特定埋立て等実施（変更）届出書（第18号様式の２）に

より行わなければならない。 

２ 条例第62条の８第１項第13号の規則で定める事項は、県外土砂等（県外において採取

された土砂等をいう。以下同じ。）の使用の有無とする。 

３ 条例第62条の８第２項第１号の規則で定める公共団体又は公共的団体は、次のとおり

とする。 

 (１) 国立研究開発法人森林研究・整備機構 

 (２) 独立行政法人水資源機構 

 (３) 土地開発公社 

４ 条例第62条の８第２項第３号の規則で定める特定埋立て等は、次に掲げる特定埋立て

等（県外土砂等を使用しないものに限る。）とする。 

 (１) みどり豊かでうるおいのある県土づくり条例（平成14年香川県条例第２号）第16   

   条第１項の規定による協議を要しない土地開発行為である特定埋立て等 

 (２) 土地の造成その他これに類する行為を行う土地の区域内において行う特定埋立て 

   等であって、当該区域内において採取された土砂等のみを使用するもの 

 (３) 前号に規定する区域以外の場所から採取された土砂等を使用して行う特定埋立て 

   等であって、当該土砂等の量が１万立方メートル未満のもの 

 (４) 土地の通常の管理のために必要な特定埋立て等 

５ 条例第62条の８第３項（条例第62条の９第２項及び第62条の13第２項において準用す

る場合を含む。）の規定により第１項の届出書に添付しなければならない書類は、次の

各号（第51条の６に規定する特定埋立て等にあっては、第10号及び第11号を除く。）に

掲げる書類とする。 

 (１) 特定埋立て等に供する埋立て等区域の土地の位置図、地籍図、利用計画平面図、 

   縦横断面図及び求積図 

 (２) 特定埋立て等に供する埋立て等区域の土地の登記事項証明書 

 (３) 特定埋立て等に供する埋立て等区域の表土の汚染状態についての検査のために採 

   取した試料ごとの検査試料採取調書（第18号様式の３）、当該試料を採取した地点 

   の位置図及び現場写真並びに当該検査の結果を証する書類（計量法施行規則（平成 

   ５年通商産業省令第69号）第50条第１号に規定する環境計量士（濃度関係）（以下 

   「環境計量士」という。）が発行したものであって、当該表土が土砂基準に適合す 
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   ることを確認できるものに限る。） 

 (４) 埋立て等区域内の浸透水を採取するための措置図 

 (５) 関係市町の範囲の算定資料及び当該範囲の図面 

 (６) 届出をする者が法人である場合にあっては、その法人の登記事項証明書 

 (７) 届出をする者が個人である場合にあっては、その個人の住民票の写し若しくは個 

   人番号カード（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す 

   る法律（平成25年法律第27号）第２条第７項に規定する個人番号カードをいう。第 

   51条の20第２項第３号において同じ。）の写し又はこれらに類するものであって氏 

   名及び住所を証する書類 

 (８) 香川県の県税に係る納税証明書（届出をする者が香川県内に住所等を有しない場 

   合にあっては、住所がある都道府県の都税又は道府県税に係る納税証明書） 

 (９) 条例第62条の10に規定する利害関係人の同意を得たことを証する書類 

 (10) 特定埋立て等施行周知実施状況報告書（第18号様式の４） 

 (11) 特定埋立て等施行説明実施状況報告書（第18号様式の５） 

 (12) 特定埋立て等に供する埋立て等区域の現況写真 

 (13) その他知事が必要と認める書類 

 

（条例第62条の10の規則で定める者） 

第51条の４ 条例第62条の10の規則で定める者は、次のとおりとする。 

 (１) 特定埋立て等に供する埋立て等区域内からの排水の第１次放流先の水利権を有す 

   る者 

 (２) 埋立て等区域内の浸透水を採取するための措置に供する土地について所有権、地 

   上権、質権、賃借権、使用貸借による権利又はその他の使用及び収益を目的とする 

   権利を有する者 

 

（住民への周知の方法） 

第51条の５ 条例第62条の11の規則で定める措置は、次に掲げるいずれかの措置（県外土

砂等を使用する特定埋立て等にあっては、第１号に掲げる措置）とする。 

 (１) 特定埋立て等の内容についての説明会を開催すること。 

 (２) 特定埋立て等の内容を記載した書類を、当該特定埋立て等に供する埋立て等区域 

   の周辺地域の住民に配布すること。 

 (３) 特定埋立て等の内容を当該特定埋立て等に供する埋立て等区域内又はその周辺の 

   適当な場所に掲示するとともに、インターネットを利用する方法により一般の閲覧 

   に供すること。 

２ 県外土砂等を使用しない特定埋立て等であって、知事が特に必要がないと認めるもの

については、前項の規定にかかわらず、条例第62条の11（条例第63条の13第２項におい

て準用する場合を含む。）の規定による措置は要しないものとする。 
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（関係市町長への説明の省略） 

第51条の６ 前条第２項の規定により条例第62条の11（条例第63条の13第２項において準

用する場合を含む。）の規定による措置を要しないものとされた特定埋立て等について

は、条例第62条の12（条例第63条の13第２項において準用する場合を含む。）の規定に

よる説明は要しないものとする。 

 

（条例第62条の13第１項の規則で定める変更等） 

第51条の７ 条例第62条の13第１項の規則で定める変更は、次のとおりとする。 

 (１) 条例第62条の８第１項第１号、第８号、第10号又は第11号に掲げる事項の変更 

 (２) その他知事が適当と認める事項の変更 

２ 条例第62条の13第３項の規則で定める書類は、第51条の３第５項各号に掲げる書類の

うち当該変更事項に係る書類とする。 

 

（特定埋立て等実施基準） 

第51条の８ 条例第62条の14の特定埋立て等実施基準は、別表第21の３（第51条の６に規

定する特定埋立て等にあっては、５の項及び６の項を除く。）のとおりとする。 

 

（条例第62条の15第１項の規則で定める場合等） 

第51条の９ 条例第62条の15第１項の規則で定める場合は、特定埋立て等に県外土砂等を

使用しない場合とし、同項の規則で定める日数は、30日とする。 

 

（土砂等の搬入の届出） 

第51条の10 条例第62条の16第１項又は第３項の規定による届出は、土砂等の量が5,000

立方メートルまでごとに、土砂等搬入（変更）届出書（第18号様式の６）により行わな

ければならない。 

２ 県外土砂等でない土砂等の搬入については、条例第62条の16第１項の規定による届出

は要しないものとする。 

３ 条例第62条の16第２項（同条第４項において準用する場合を含む。）の規定により第１

項の届出書に添付しなければならない書類は、次のとおりとする。 

 (１) 土砂等の採取場所の責任者が発行した土砂等採取場所証明書（第18号様式の７） 

 (２) 土砂等の汚染状態についての検査のために採取した試料ごとの検査試料採取調書 

   （第18号様式の３）、当該試料を採取した地点の位置図及び現場写真並びに当該検 

   査の結果を証する書類（環境計量士が発行したものに限る。） 

 

（展開検査等の省略） 

第51条の11 県外土砂等でない土砂等の使用については、条例第62条の19第１項の規定に

よる検査は要しないものとする。 
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（土砂等管理台帳の作成） 

第51条の12 条例第62条の20の土砂等管理台帳は、特定埋立て等土砂等管理台帳（第18号

様式の８）によらなければならない。 

２ 県外土砂等を使用しない特定埋立て等については、条例第62条の20の規定による土砂 

 等管理台帳の作成は要しないものとする。 

 

（特定埋立て等施行状況報告） 

第51条の13 条例第62条の21第１項の規定による報告は、特定埋立て等を開始した日から

１年ごとに、当該期間満了後３週間以内（条例第62条の25第１項又は第２項の規定によ

る届出をした場合にあっては、知事が別に定める日まで）に、特定埋立て等施行状況報

告書（第18号様式の９）により行わなければならない。 

２ 第51条の10第２項の規定により条例第62条の16第１項の規定による届出を要しないも

のとされた土砂等については、前項の報告書に、第51条の10第３項第１号の土砂等採取

場所証明書を添付しなければならない。 

 

（水質検査等結果報告） 

第51条の14 条例第62条の21第２項の規定による報告は、特定埋立て等を開始した日から

１年ごとに、当該期間満了後３週間以内（条例第62条の25第１項若しくは第２項の規定

による届出をした場合又は当該届出を当該期間満了後３月以内にする場合にあっては、

知事が別に定める日まで）に、水質検査等結果報告書（第18号様式の10）により行わな

ければならない。 

２ 前項の報告書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

 (１) 水質検査又は土壌検査のために採取した試料ごとの検査試料採取調書（第18号様 

   式の３） 

 (２) 水質検査又は土壌検査の試料を採取した地点の位置図及び現場写真 

 (３) 水質検査又は土壌検査の結果を証する書類（環境計量士が発行したものに限る。

） 

 (４) その他知事が必要と認める書類 

 

（水質基準） 

第51条の15 条例第62条の21第３項の水質基準は、別表第21の４の左欄に掲げる項目の区

分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げるとおりとする。 

 

（関係書類等の縦覧の省略） 

第51条の16 県外土砂等を使用しない特定埋立て等については、条例第62条の22の規定に

よる関係書類等の縦覧は要しないものとする。 
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（関係書類等の保存） 

第51条の17 条例第62条の23の規定による関係書類等の保存は、条例第62条の８第１項、

第62条の９第１項本文又は第62条の13第１項の規定による届出をした者の住所又は所在

地において直ちにその内容を確認できる方法により行わなければならない。 

２ 県外土砂等を使用しない特定埋立て等については、条例第62条の23の規定による関係

書類等の保存は要しないものとする。 

 

（標識） 

第51条の18 条例第62条の24の規則で定める標識は、特定埋立て等に関する標識（第18号

様式の11）によらなければならない。 

 

（完了等の届出） 

第51条の19 条例第62条の25第１項の規定による届出は、特定埋立て等完了届出書（第18

号様式の12）により行わなければならない。 

２ 条例第62条の25第２項の規定による届出は、特定埋立て等休止（廃止）届出書（第18

号様式の13）により行わなければならない。 

３ 前項の届出書には、特定埋立て等に供する埋立て等区域において休止又は廃止のため

に講じた措置の内容を確認できる計画書、図面その他の書類を添付しなければならない

。 

４ 条例第62条の25第３項の規定による届出は、特定埋立て等再開届出書（第18号様式の

14）により行わなければならない。 

 

（承継の届出） 

第51条の20 条例第62条の26第２項の規定による届出は、特定埋立て等承継届出書（第18

号様式の15）により行わなければならない。 

２ 前項の届出書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

 (１) 承継した事実を証する書類 

 (２) 承継した者が法人である場合にあっては、その法人の登記事項証明書 

 (３) 承継した者が個人である場合にあっては、その個人の住民票の写し若しくは個人  

   番号カードの写し又はこれらに類するものであって氏名及び住所を証する書類 

 (４) その他知事が必要と認める書類 
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別表第21の２（第51条の２関係） 

カドミウム 検液１リットルにつき0.003ミリグラム以下であること。 

全シアン 検液中に検出されないこと。 

有機りん 検液中に検出されないこと。 

鉛 検液１リットルにつき0.01ミリグラム以下であること。 

六価クロム 検液１リットルにつき0.05ミリグラム以下であること。 

砒
ひ

素 検液１リットルにつき0.01ミリグラム以下であり、かつ、埋立て等

に供する土地の利用目的が農用地（田に限る。）である場合にあっ

ては、土砂等１キログラムにつき15ミリグラム未満であること。 

総水銀 検液１リットルにつき0.0005ミリグラム以下であること。 

アルキル水銀 検液中に検出されないこと。 

ＰＣＢ 検液中に検出されないこと。 

銅 埋立て等に供する土地の利用目的が農用地（田に限る。）である場

合にあっては、土砂等１キログラムにつき125ミリグラム未満であ

ること。 

ジクロロメタン 検液１リットルにつき0.02ミリグラム以下であること。 

四塩化炭素 検液１リットルにつき0.002ミリグラム以下であること。 

クロロエチレン

（別名塩化ビニ

ル又は塩化ビニ

ルモノマー） 

検液１リットルにつき0.002ミリグラム以下であること。 

１，２―ジクロ

ロエタン 

検液１リットルにつき0.004ミリグラム以下であること。 

１，１―ジクロ

ロエチレン 

検液１リットルにつき0.1ミリグラム以下であること。 

１，２―ジクロ

ロエチレン 

検液１リットルにつき0.04ミリグラム以下であること。 

１，１，１―ト

リクロロエタン 

検液１リットルにつき１ミリグラム以下であること。 

１，１，２―ト

リクロロエタン 

検液１リットルにつき0.006ミリグラム以下であること。 

トリクロロエチ

レン 

検液１リットルにつき0.01ミリグラム以下であること。 

テトラクロロエ

チレン 

検液１リットルにつき0.01ミリグラム以下であること。 

１，３―ジクロ

ロプロペン 

検液１リットルにつき0.002ミリグラム以下であること。 
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チウラム 検液１リットルにつき0.006ミリグラム以下であること。 

シマジン 検液１リットルにつき0.003ミリグラム以下であること。 

チオベンカルブ 検液１リットルにつき0.02ミリグラム以下であること。 

ベンゼン 検液１リットルにつき0.01ミリグラム以下であること。 

セレン 検液１リットルにつき0.01ミリグラム以下であること。 

ふっ素 検液１リットルにつき0.8ミリグラム以下であること。 

ほう素 検液１リットルにつき１ミリグラム以下であること。 

１，４―ジオキ

サン 

検液１リットルにつき0.05ミリグラム以下であること。 

備考 

 １ 測定方法は、土壌の汚染に係る環境基準について（平成３年環境庁告示第46号

。以下「土壌環境基準告示」という。）別表に定める方法による。 

 ２ この表の右欄に掲げる要件のうち検液中濃度に係るものにあっては、土壌環境

基準告示付表に定める方法により検液を作成し、これを用いて測定を行うものと

する。この場合において、同表中「土壌」とあるのは、「土砂等」と読み替えるも

のとする。 

 ３ 「有機りん」とは、パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及びＥＰ

Ｎをいう。 

 ４ 「検液中に検出されないこと」とは、１に掲げる測定方法により測定した場合に

おいて、その結果が当該測定方法の定量限界を下回ることをいう。 

 ５ １，２―ジクロロエチレンの濃度は、１に掲げる測定方法により測定されたシ

ス体の濃度とトランス体の濃度の和とする。 

 

別表第21の３（第51条の８関係） 

１ 特定埋立て等に供する埋立て等区域の表土が土砂基準に適合すること。 

２ 埋立て等区域内の浸透水を採取する措置が講じられること。 

３ 特定埋立て等の施工を管理することができる事務所が設置されること。 

４ 条例第62条の10（条例第63条の13第２項において準用する場合を含む。）の規定に

よる利害関係人の同意の取得がなされていること。 

５ 条例第62条の11（条例第63条の13第２項において準用する場合を含む。）の規定に

よる住民への周知がなされていること。 

６ 条例第62条の12（条例第63条の13第２項において準用する場合を含む。）の規定に

よる関係市町長への説明がなされていること。 

７ 届出をした者に、特定埋立て等を行うために必要な資力及び信用があること。 
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別表第21の４（第51条の15関係） 

カドミウム １リットルにつき0.003ミリグラム以下であること。 

全シアン 検出されないこと。 

有機りん 検出されないこと。 

鉛 １リットルにつき0.01ミリグラム以下であること。 

六価クロム １リットルにつき0.05ミリグラム以下であること。 

砒
ひ

素 １リットルにつき0.01ミリグラム以下であること。 

総水銀 １リットルにつき0.0005ミリグラム以下であること。 

アルキル水銀 検出されないこと。 

ＰＣＢ 検出されないこと。 

銅 埋立て等に供する土地の利用目的が農用地（田に限る。）である場

合にあっては、１リットルにつき１ミリグラム以下であること。 

ジクロロメタン １リットルにつき0.02ミリグラム以下であること。 

四塩化炭素 １リットルにつき0.002ミリグラム以下であること。 

クロロエチレン

（別名塩化ビニ

ル又は塩化ビニ

ルモノマー） 

１リットルにつき0.002ミリグラム以下であること。 

１，２―ジクロ

ロエタン 

１リットルにつき0.004ミリグラム以下であること。 

１，１―ジクロ

ロエチレン 

１リットルにつき0.1ミリグラム以下であること。 

１，２―ジクロ

ロエチレン 

１リットルにつき0.04ミリグラム以下であること。 

１，１，１―ト

リクロロエタン 

１リットルにつき１ミリグラム以下であること。 

１，１，２―ト

リクロロエタン 

１リットルにつき0.006ミリグラム以下であること。 

トリクロロエチ

レン 

１リットルにつき0.01ミリグラム以下であること。 

テトラクロロエ

チレン 

１リットルにつき0.01ミリグラム以下であること。 

１，３―ジクロ

ロプロペン 

１リットルにつき0.002ミリグラム以下であること。 

チウラム １リットルにつき0.006ミリグラム以下であること。 

シマジン １リットルにつき0.003ミリグラム以下であること。 

チオベンカルブ １リットルにつき0.02ミリグラム以下であること。 
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ベンゼン １リットルにつき0.01ミリグラム以下であること。 

セレン １リットルにつき0.01ミリグラム以下であること。 

ふっ素 １リットルにつき0.8ミリグラム以下であること。 

ほう素 １リットルにつき１ミリグラム以下であること。 

１，４―ジオキ

サン 

１リットルにつき0.05ミリグラム以下であること。 

備考 

 １ 測定方法は、土壌環境基準告示別表に定める方法による。ただし、砒
ひ

素及びア

ルキル水銀にあっては地下水の水質汚濁に係る環境基準について（平成９年環境

庁告示第10号）別表に定める方法、銅にあっては規格Ｋ0102－３の11.2、11.3、

11.4、11.5又は11.6に定める方法による。 

 ２ 「有機りん」とは、パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及びＥＰ

Ｎをいう。 

 ３ 「検出されないこと」とは、１に掲げる測定方法により測定した場合において、

その結果が当該測定方法の定量限界を下回ることをいう。 

 ４ １，２―ジクロロエチレンの濃度は、１に掲げる測定方法により測定されたシ

ス体の濃度とトランス体の濃度の和とする。 
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3. その他様式等 
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第9 市町担当窓口一覧表 

 

市町 部 課 電話番号 

高松市 環境局 環境指導課 087-834-5755 

丸亀市 産業生活部 生活環境課 0877-24-8809 

坂出市 市民生活部 生活環境課 0877-46-4503 

善通寺市 市民生活部 環境課 0877-63-6307 

観音寺市 市民部 生活環境課 0875-25-2698 

さぬき市 建設経済部 農林水産課 087-894-1116 

東かがわ市 事業部 農林水産課 0879-26-1303 

三豊市 市民環境部 環境衛生課 0875-73-3007 

土庄町  農林水産課 0879-62-7007 

小豆島町  住民生活課 0879-82-7004 

三木町  農林課 087-891-3308 

直島町  建設経済課 087-892-2224 

宇多津町  住民生活課 0877-49-8000 

綾川町  住民生活課 087-876-1114 

琴平町  農政課 0877-75-6709 

多度津町  住民環境課 0877-33-4480 

まんのう町  住民生活課 0877-73-0101 

 

第10 届出の窓口・条例に関する問い合せ先 

      香川県環境森林部みどり保全課 調整・指導グループ 

   〒760-8570 香川県高松市番町四丁目 1番 10 号 

   TEL  ：087-832-3465 

   FAX  ：087-806-0225 

   E-mail：midorihozen@pref.kagawa.lg.jp 

   HP  ：https://www.pref.kagawa.lg.jp/midorihozen/dosyajyorei/index.html 

 


